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中、大学の三段階に分けて組織し、これを全国民に一様に解

放して単一化された制度を確立したことである。これは「必

ず邑に不学の戸なく家に不学の人なからしめん事を期」した

のであつて華、士：　農、工、商及び婦女子とすべての人

々に対しひとしく教育が施されるということを制度の土台と

したのである。

　その三ほ学校への入学だ関し父兄及び児童に対して強制力

を発揮してこれを義務づけたごとである。即ち、「自今以後

此等の弊を改め、一一般の人民、他事を拠ち自ら奮つて必ず学

に従事せしむべきよう心得べき事」と明示し「幼童の子弟は

男女の別なく小学に従事せしめざるものは其の父兄の越度た

るべき事」と布告しているのであつて児童の就学を義務づけ

る義務教育の基礎が己にご入に定まつたと言えるのである。

　このように1872年、学制に於いて見られる教育制度の根

本方針は国民のあらゆる階層に対し、一種類の学校を用意す

るという考え方を明示しているのであつて、その後1885

年の教育令、1900年の小学校令等大きな改正はあつたの

ではあるが、この点どこまでも、その言葉の如く学制あ精

神が貫徹され、実現されてきたところに今日の如き進歩した

教育制度に至つた基盤があつたと考えねばならないのであつ
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　てこれを教育制度の上から考えても学制のもつ意義は極めて

　深いものがある。

　　現在西欧諸国に於いて当面している教育上の重要問題は後

　期中等教育の充実もさることながら、教育制度の上で国民に

　対し・如何にして教育の機会均等を与えるカ、同一の学校を

　用意するかということにあるように思われる。英国の古典、

　技術・近代の三つの中学校や西独の高等、中聞、実業の三系

　統仏の普通、技術の二糸統等、これらの諸国に於いて統一．

　学校運動が論議されていることは単一の学校を全国民に対し

一様に解放されていない証左であつてそれは明かに近世初頭

以来・築かれてきた指導者のための学校と国民一般大衆のた・

めの学校との対立相剋を解決しようとする深刻な悩みを表示

　しているものと言えよう。わが国が已に一世紀に近い以前に

於いて近代的な教育制度を碓立し得たことは、その頃に於け

る各国の教育制度や行政と比較して正に驚くべき改革であつ

て誇るに足ることと言えるであろう。

2．現行制度の基礎

　現在の教育制度の大半は、1945年8月、終戦を契機と

して成立したものである。終戦に伴い教育に与えた最も大き・

な課題は、戦時教育体制の終止と、戦時中実施されたあらゆ
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る教育実践への処置であつた。このような終醐こよる教育へ

の処置がなされると共に教育は占領軍の下に菅理されること

となり、爾後、占領が解かれるまで7年に亘り管理政策下の

教育が行なわれたのである。

　終戦後、廃歳の中から立上り錦げた再建国家の理想は、文

化の香の高く匂う民主国家の建設であつた。このような怪家

の担い手を育成すべき教育も砥民主教育の大はいを掲げた

こと当然のことと言わねぽならない。このためには、先ず新

しく民主的な教育体劇と倒度が作り上げられねばならないが、

その根幹となつたものは学校舗度の改革である。

　戦後聞もなく、占領軍■高司令官は「日本教育制度に対す

る管理敵策」を覚書として政府に鱈令し、璽菅に鱒する占領

の目的及びその政策を明らかにし、これを直ちに実施すぺき

ことを命令した。それは大きく分けれぽ俗教育の内容に閤す

ること、②すべての教育獄関の蘭係者に翼すること、β敵科

目、教柘葱具に関すること、の三部門であつてその内容を

要約すれば、軍国主義思想を払拭して自由、平和、基本的人

権尊重の思想を培養すべきことを指令したものである。

　この覚書に依つて戦後の教育制度の方向は、定められたと

も考えられるが、教育制度改革の指標となり基顧ともなつた
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ものは、「教育使節団報告書」である。即ち、1946年5

月ジヨージ・ス1ダードを団長とする27名の団員が教育使

節団として来朝し、日本側の委員をも加え運日会合を開き、

戦後に於ける教育体制確立の基本方策の樹立に努めたのであ

るが、同5月末、教育建設の具体的方策を立案した。これが

「アメリカ教育使節団報告書」である。当時の総司令部は、

これに覚書を付し、今後日本に於ける教育改革は、この方針』

に従つて実施されねばならぬことを明らかにしたのである。

従つてこの鰯告書は、形式的には単なる勧告書ではあるが、

実質的には教育制度改革の方策を樹立する上での覆iめて重要

な、しかも具体的な指針となつたのである。

　今、教育罰度改革に特に関係の深いと思われる点について

職観するなら、（1）教育の目的と内容については「民主政治下

の生活のための教育制度は億人の価値と尊厳を認めることが

基本である・・…　それは画一と標準化を避けねばならない。

このために地方分権が必要である」とし最初に教育行政の地

方分権化を説き「この目的を果すためには、教育謀程の変更

を必要とする。この課程は中央官庁の処方箋ではなく社会の

必要と個人の興味に基いて作成されねばならない」と教科書

行政への指針を与えており、護2）には国詩の改革をとりあげ「
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「国語の間頴は教育実践上、あらゆる改革にとつて基本的なも

のである」とし、国語の形式をより民主的なものにするため

の方策研究を行うべき旨を勧告している。（3）には都道府県市

町村に一般投票により選出された教育行政機園の創設」を提

案し、この凝関には学校設置の認可、免許状の授与、教科の
t

採択に関する権限を与えるべきであるとし、教育委員会の設

置を指示している。更に重要なことは、「男女共学制による

無月謝制の修業年限九ケ年の義務教育年限延長の改革案」を

提案したことである。この内容は、小学校六年、初級中学校

三年の義務教育であるが、この上に修業年限三年の上紗中学

校の説置を課しているのであつて、これが現行学制の基本を

なしたいわゆる「六三三制」の基礎をなすものである。報告

書はこの他教師養成教育の抜本的な改革を（4）において提案し

ている外、（5）には、成人教育の奴善を中心とした社会教育の

発展を勧奨し、最後に「高等教育は少数者の特権でなく多数

者のための機会となるべきこと」を説き、大学の増設を勧告

しながら、有能にして学資に乏しい者に対する奨学制度の必

要を強調しているのである。

　以上は、「教育使節団報告書」につき制度改革に重要な関

係をもつ点に関しての織観であるが、このような勧告を受け
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主体的に実践の役割を果したのは、教育刷新委員会であつて

発足は1945年、1949年に教育刷新審議会となり、1
　　　　　　　　　　　　　　　　
　952年には、中央教育審議会となり、現在に及んでいる。

　1946年に「教育の理念及び教育基本法に関するこど」に

ついての建議を行つて以来、精力的活動を続け、現行日本の

教育制度の殆どは・ここにおいて決定された。

5　現制度の中核

　　1947年5月、函会の審議を経て教育の大本たる教育基

本法が制定公布された。

　戦後の教育飼渡や教育内容がすべて法律によつて定められ

るようになつたことは、画期的なことであつて従前、勅令や

勅語によつていたことに思い較べれぽ教菅が直接国民に責任

を負つて行われるようになつたことを示すものである。本法

はその煎文に教育の理念を明かにし、ついで本文には教育の

目的と方針を定め、八つの基本原則を立て、教育方策の根本

を明かにしている。即ち、教育の擬会均等、男女共学、学校

教育、社会教育、政治教育、宗教教育、教育行政の諸原則を

不したのである。

　学校教育の全体制は教育基本法の精神に則つて改革された

のであつて、現在の教育制度はその後、若干の修正は行われ
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て来たとはいえ、大部分は1948年頃までに改革されたと

考えてよいのである。

　現在の学校制度はいわゆる「六三制」と呼はれるものであ

り、小学校六年、中学校三年、高校三年、大学四年とし、そ

の上に大学院を設けるものであつてそれは使黛団報告書の勧

告に基くいわゆる単線型の制度である。これによつて従来、

複雑な形態をもつた複線型の学校制度の全体系が極めて単緯

なものに整備された。然もこれが国民のすべてrこ解放されて

籔育の機会均等の原則を実現することの出来る制度となつた。
も

この点から考えても学校劃度の体系は頭治5年の学制よりも、

更に著しい改革を実施する性格をもつものと言うべ置であろ

　う。即ち学制の頒布以来、小中大学という三段階をもつて出

発して以来、80年聞には複雑な要素も混入して複雑化し、

いわゆる複線型となつていたのであるが、近代的学校体系に

組みかえたことは誠に画期的なことである。

　　義務教育9年への延長を中心とする学校制度の改革は第一

次大戦後已に50年来の懸案事項であつたのであるが、使節

　団報告書と戦後の新しい教育への要望が結実して学校体系の

　根本的な改革となつたのであつて、敗戦を契機とした改革を

　以て他から強いられたものと解するが如きはこれ迄のわが国

　　　　　　　　　　　　　一9一



民が教育に寄せて来た熱意に思いを致さぬものと言わねばな

らない。

　義務教育年限の延長に伴い大きな問題となつたのは施詩の

整備と教育内容の刷新であつた。

　第二次大戦後に於ける学校施設の罹災は270万坪、5000、

校に及んだのであつて中学校発足当時に於ける生徒数319

万人申159万人分の教室が不足していた状熊から発足した

のであつた。剰え、予算的措置上1949年には六三制の予

算が全額削除となり、建築の中止や放棄の止むなきに至るも

のも多く、強舗的な寄附金の徴収も行われ施設の整備は地方

行財政上・最大の譲顧となり、このため辞職した市町村長も

多く、自殺して責任を采そうとした村長すら出たのである。

然し、世論は六三制の完全実施を強く支持し、塗炭の苦しみ

に喘ぎながらも新しい文化国家の鐸殺を目鱈して着々とその

整備に努力して釆、現在の如き完備したものとなつたのであ

る。

　教育内容については義務教育の目的と目標を達成するため

教育譲程、内容及びその取扱いはすべて学習麩導要領によら

ねはならぬこととなり、教師の自律的な活動を提し、児童生

徒の能力や興味地域の特性、学区の実情に即して漉溌な教
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育活動が展開されるよう期待されている。教育課程はその後、

社会の進歩に伴い1951年、1959年にかなり大幅な改

訂が行われて現在に及んでいる。

　中学校は修葉年限三年であつて義務教育である。その発足

は1947年で、1949年には全学年が義務就学となつた。

その発足は「無から出発した」と言われるように当初は施設、

設備、教員組織、教材識具等、すべて不備、不足であつたが

国民の非常な努力により現在の状鰻までに整備されたのであ

る。

　教育内容に於いて杜会科が新しく譜けられたことは小学校

と同様であるが、保擬体育が新謬され憾業科が重視，されたが

その後、更に個性、酷力、地域の実情に適合する教育を行う

ため選択籔科の劇度が設けられ、また歎詩代の科学技術の進

展に即応するよう技術家庭科が新しく設けられている。

　後期中等教育棲闇としての高等学校は旧来の中等学校から

債展的に移行されたものであつてその設置については「高等

学校設置規準」によることときれており、その発足は1948

年である。高等学校は甲学校卒業者で進字を希望するすべて

，の肴に広く閲放されるべき性格の学校として生れたが、これ

らの者に多くの就学の機会を与え、就学の機会が畑学の便に
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よつて、左右されることのないように学区制をとつている。

又、教育の機会を保証しようとする趣旨から男女共学の実施

と同一校に普通、職業の両課程をもつ綜合制の学校の設置も

認められている。更に勤労責年の籔育の揚として定時制、遍

信翻の教育翻度が定められており、定時制には夜閲授業を行

うものと農菌期など繧定の日を授業日とするものとがある。

頒信制の老育も普通高校と同じく85蛍位の取得をもつて卒

業が認定されており、近時、法改正により生徒薮は著しく増

加し、定壁顯との併修の道も院かれるようになつた。以上の

高等学替のいずれの議程にも就学しておらず、然も上激学校

進学を希望する者に対しては大学入学資硲認定試蕊の制度が

設けられている。（1950年から）

　学校教育法癒行の翌年（1948年）から盲兜⑲ろう見の

教育が義務制となつた。罰ち、特殊紗育も一設の学校籔育の

一郵であるという考え方の下に心身に障害のある児童生徒も

正常児と全く同じ目漂により教育されるべきで、唯、その障

害のゆえに特殊の方法的な配慮がなされねばならない教育であ

るという理念が確立されたのである。盲、ろう児以外の児童

を対象とする特別の学校は養譲学校であつて、現在虚弱児、

肢体不自由児精神薄弱児を内容とし・　殆ど都道府県に一
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校が設置されるまでになつている。又、特殊学級は法（学校

教育法）70条に規定されている学級であつて、その内容は

虚弱児と精神薄弱児が主たるものであ軌学繊の設置に対して

は国庫補助金が交付さね近年学魁油は著しく増加している。

　大学は国立大学設慧法に基いて設違されるのであるが、旧

制の大学、高専を整理統合して鋸しい大学を設這することは

容易ならぬことで現在に至る迄には言語に絶する苦心が重ね

られて来たのである。大学の性洛は一殿教養を重んじ、学闇

的舗究と共に痔門的懸業訓緩を重視しながら両者を一体化し

ようとするところにある。これに対し、実際的な事門識業に

重き鷺おき、良き社会人の育成を目蜜すのが短期大学の制度

であつて、いわゆるセミ・プロフエツシヨナルな職業教育を施

すことを目的としている。然し短大は四年舗大学の単なる下

級謀程ではなく、一般教養を重んじ職業に必要な専門教育を

授ける独目の特色と使命をもつ完成教育の機関である。

　いつの時代に於いても教繭は教育活動の中核的な存在であ

り、教育は人であると言えるのである。従つて教員の養成は

教育制度上、極めて重要な意味をもつ。教員は大学の教員養

成の学部で養灰される。それは「教育職員免許法」が規定す

るところによつて所定の免許資格をもつことが必須要件とな

　　　　　　　　　　　　一15一



つている。教員の団体活動は戦後、特に活溌に行われた。

　　これを大別すれば、研究を目的とする職熊的な団体と労働

組合としての教職員組合の活動があるが、特に目ざましい活・

動をして来たのは後者である。当初、教員組合は一殿の労働

組合と同等に取扱われたが、1948年、政令201号によ

りその活勤に大輻な制限が加えられて、労働三法の滴用が排

除され、争議、灘業、団体協約縛結の三つの権利をもたぬ団

体となつた。

　本来、生活樵の擁護、待遇の改善を叫び、戦後、譜育の再

鐸を目詣して活動して来た教員組合は次第に特定イデオロギ

ーとの結付きを深め、本来厳正公平なるべき教育実践上にも

憂うべき傾向が表れ始め、遂には文教政策のすべてに反対

運動を行うようになつた。

　　1954年には、「教育の政治的中立に調する臨詩措置法」

が出たが、1958年、勤務評定反対闘争に於いてその頂点

に達し、教育の秩序は甚しく混乱に陥つた。これらの組合運

動に対しては国民の強い批判も加えられた結果、小康は保つ

ているが将来にわたり多くの閤類を深く包蔵しているのであ

　る。

4　当面する課頴
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　教育は社会の本質的な機熊の一つであるから、どのような時代

代に於いても教育は存在していた。若し教育がなければ社会

の保持も進展も所期し得ないからである。そして教育はその

社会が背負つている歴史や伝統や特質の上にその具体的な姿

となつて頚、れる。わが国現行の教育剥度は、叙上の姐くアメ

リカの学制を顧として作り上げられたものである。然も単線

型である六三制という制度はアメリカの全土に行われている

ものではないのである。新しい裁育鰯度の下に教育が行われ

てから、已に十有五年余の蔵月を閲している。わが国が

民主的な文化国家として成長してゆくためには今日までの経

緯と実情に鑛みわが国情によく禰合したものに完成させてゆ

かねばならない。特に最近の目ざましい科学、産業、文化の

進拒に即し、わが国の将来を深く演漂する臨現行の教育割

度改善のため若干の考察のポイソトを挙げておきたいと思う。

何故ならこれはわが国の教育が当面する重要問題として解決

の責任はわれわれが負わねばならぬ諌題であるからである。

　まず、

　｛1）後期中等教育の整備と拡充の問頬がある。

　　　義務教育終了後の教育制度としては高等学校その紘の

　　教育機関があるが、全く教育の対象外におかれている青

　　　　　　　　　　　　一15一



　少年の数もかなりのものである。15才一17才という

　心身共に戚長の最癖期にある重要な時期にこれらすべて

　の青少年に中等教育を与えることは彼等の将来の成長の

　ためにも又、社会の推進力を培うためにも極めて重要な

　ことといわねばならない。戦前の青年学校の果した役割

　は決して遍小評価さるべきではないのである。

　　このためには彼等の能力、適性に応じた適切な刻育を与

　えるため既成鱗念に捉われぬ弾力性に富む教育制度を演討

　せねばならないと思うのである。

②には、科学技術教育の振輿徹底である。

　　科学鼓術の逡歩が社会の高度化をもたらすこと、言う

　までもない。最近の技術車新は生産の技術を躍進させ、

　勝れた技術者を強く求めている。このために特に理数科

　を中核とする学力を充実させるとともに工業課程の拡充、

　理工系部門の拡張、欝究体制の充実等が必要喫緊なもの

　となる。己にアメリカは「合衆函防衛教育法」を制定し

　ており、わが薗もま縞等専門学校を設置したのであるカミ

　この点に菌し、更に教育制度の上から讃討せねばならな

　いのである。

｛5）には、教員養成計画と教師集団の適正化である。

　　　　　　　　　　　－16一
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串、

　　　国家将来の発展のためには教員の窯要と供給を均衝の

　　とれたものにすると共に教育の本官とその新しい発展に対

　　応する清新な埋念を目指す新しい型の教員養成を図らな

　　ければならない。特に科学技術系教員の養成とその確保

　　一。具体的にはその待遇の改善が考慮されねぽならない。

　　又、教繭の集団活動はその身分と使命を深く自覚した団

　　休行動であるべきであつて筍も教育の中立性を蕩害する

　　が如き行動に出ることは許されないことである。

　（4）には、教育技術の改善と物固条件の整癩を挙げねばなら

　　ない。

　　　劔育内容が社会の螢展に即応し摺導方法が合理的・鮨

　　率的であることは教育効果を高めるための条件である。

　　著育諸科学の発達に伴い、施窯設備、教材教具等、着々

　　整備されて来てはいるが、今後の教育を考慮するなら更

　　にその充実を図らねはならない。指導の技術゜方法に於

　　　いても真に国情と国民性に基窄づけられたものが研究さ

　　　るべきであろう。

5．教育財政上の問頴点

（1｝財政力格差による悶頴点

　　　国と地方公共団体との間における教育費負担の割合、お

一17一



よびその方法は、裁育財政上重要な顧頴である。

　学校教育法において「学校の設置者は・・…　その学校

の経費を負担する」と規定している。

　この原刷に対して、幾多の例外がある。

　その最も代表的なものは、義務葱育函庫負担制度である。

即ち市町村の設置する義謄教賓藷学校の諭職員給与費は市

町村の負担でな：く：、都道府県の負坦とされており、その

倉担額の2分の1は、国が負担することになつている。

　このことの理由は、市町村は、国あるいは都道府県と異

なり、財政力において著しい格差がある。この裕差が学校

教育水準の不均衡を招くおそれがあるので、教育の機会均

等を確保し、財政力の乏しい市町村においても相当の教育

水造を確保しようとする翫慮である。

　しかしながら、都道府県においても、財政力は区々であ

り、従つて都道府県における財政力の格差を議整する必要

もあつて、都道府県②市町村の教育費負担の安定とバラン

スを図るための制度として、義務紗育国庫負担金をはじめ

とする国からの補助負担金制度のほかに、垣方公共団体の

財源の調整戯饒を宮む却方交付祝制茂に繧育轡の需要額を

算入し、教育責の最低所蓼額を固からの補助百逼金と相侯

　　　　　　　　　　　一18一
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d

つて保障しているわけであるが、現状においては、この父

・付税による財涼調整機競は、必ずしも充分であるとは言い

難い。

　　また、学校施設整備の国庫禅助の暴準、建築単遜並びに

撞造比率が実情にそわないため、現状は、各地方公共団体

　とも基準をこえた整備を行わざるを得ない実情にあるが、

貧樹団体に納・ては、規棲の編小や藤造の低下を来たし、

財政力の格差からして彊体顛にかなりの格差を生じ、それ

が教育水準の不均衡をもたらしていることは否定し難い事

　実である。

　　このような現状においては、蛾方憩体の財政力の格差に

左右されない教資鷺の碓渓が果されているかというと多大

　の疑題がめり、惑・育賢に対する補助負桓金制浸及び地方交

　付務制度の合理化のための演討がなされなければならない

　し、更に地方公共団体の財源の偏在是正措亘による蜘方公

　共団体の財政力の平禽化が必要であると考えられる。

（2）父兄負担の軽減

　　現在、P・T・Aの負担軽蓮が強く主張されている。す

　なわち教育禽のうち地方公共団体の経費により負担すべき

　ものが、住民に転獄されているので、これを本来の建前に

　　　　　　　　　　　　一19一



　帰して公膏で負担すべきであるということがいわれている

　が、国の禰助基準の不合理や、顕方口体の財政力の搭差に

　より、各顧体間において教育水準の不均便を生じている現

　在諌正な財源講整の方迭がなければ更に不均纐を助長する

　ことになる。このためにも国の補助負担金制度、地方交付

　税制度による合理釣な保障がなされなけれぽ全面的な解決

　は因難である。

（5）高等学校生徒急増の閥黒点

　　高等学校への入学志麟者数・入学者数の比薬は年々壇加

　しており、今徳もまた頸加する傾回にある。

　　このことは、戦螢の社会情塾に基づくもののほか、経済

　条件の向上にも原因があり、また将来における就瓢所得

　という観点から高等学校を卒業しなければ不利であるという

　檀念に基づくものである。

　　この社会的な要請に対応して、公立高等学校の拡充が要

　望されすでに実施されている。このことは、各都道府県共

　通の騨題であるが、現在これに対応する財源調整が不滴切

　なため、すでに公立の高等学校の設讃費設備充実費等が都

　道府県地方公共団体の財政運営にかなりの影響を与えてい

　る。

　　　　　　　　　　　　－20一
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　社会的な情勢に基づいて必要とされるこれら施策実施鷺

については、財政力によつて不均衡となることのないよう

国で充分な配慮をすべきもめであろう。

や
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1・老人問題の拾頭

　本日は、日米知事会議の席上で、わが国の老人福祉問題に

つきましてご説明申し上げる機会をえましたことは・私の最

　も喜びとするところであります。

　　わが国におきましても老人対策の問題が世人の耳目をひく

　ようになり、これに対する福祉の措置が講ぜられるに至りま

　した。その背景としては、

（1）人口構造の変化による老令人口の増加

（2）世帯構造の変化に伴う老人の生活の問題、

　（5）老人の労働問題

　（4）老人の生活と健康

　などの問題があげられておりますが、これらの要因をみまし

　ても老人問題が容易でないことが把握せられる次第でありま

　す。特にその主要な要素でもあります国内の老令階層の様相

　を考察いたして見ましても、こご10年余において、

　O　医薬の進歩

　○　公衆衛生施策の積極化

　○　社会保障施策の推進

　○　国民の衛生思想の向上

　などの諸因によつて、老令人口は附表にも示しますように年

　　　　　　　　　　　　　一1一
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年著しく増加の傾向を示しております。また、国民平均寿命

につきましても1947年（昭和22年）を契機といたしま

して大幅に伸長を示して参つているものでありまして・これ

らは独りわが国のみの現象ではなく米国におかれての1959

年の老令人ロ比率は8．7％を示しており、フランス、スウエ

ーデン、デンマーク、西ドイツ、スイス等の諸国においても

共通した傾向をみてまいつているものであります。このよう

に老令人口の増加に従つて老人福祉問題は、ますます重要性

が加味され、今後、早急に推進すべき問題として地方行政に

新たな重要課題を提起するに至つております。

　　これら人口構造の変革の要因としては、第2次大戦後の出

生率の激減と国民体位の向上による死亡率の減少に起因する

ものと思われますが、それとともに世界に例を見ない戦後の

出生率低下が、わが国人口の老令化を短期間に促進させるこ

とともなつたものであります。

2　老人福祉向上策と問題点

　而して、これら老令人口の増加に伴う老入福祉問題は、1

　963年（昭和38年）8月法制化されました「老人福祉法」

の施行によつて今後発展の道が開かれたのでありますが、こ

の施策も漸くその緒にっいたばかりでありますので将来への

　　　　　　　　　　　　一2一



、パ・烈一・、

弍　、

努力がさらに必要であると存ずるものであります。現在の社

会事清下におきましてはまだまだ恵まれない老人が数多くい

ることでもあり。そのうちにおいても経済的安定は確保され

ていてもなお精神的には不幸な場合もあり、又、反面物質的

に極めて恵まれない老入もあります。働く意志と健康を持ち

ながらその機会をもたない多くの老人も見られます。従つて

こうした老人層の人々の不幸な条件を除去して幸福な人生へ

の歩みを持たせることが最も重要な課題でありまして、今後

の老人福祉向上のための方策といたしましては、現在、

（1）老人ホーム、軽費老人ホームの増設

（2）老人福祉センター、老人保養所の設置促進

（5）老人家庭奉仕員制度設置の推進

（4）老人クラブの育成、指導

（5）老入の無料健康診断の実施

などをはかり、着々その成果を収めている現状であります。

　次に今後におきまして老人福祉向上のために推進すべき諸

問題として考えられますことは、

1．老人の就業に関すること。特に停年制の延長ないしは再

　就職に関して国家的な配慮を必要とすること。

2　老令年金の拡充、社会深障制度の改善

　　　　　　　　　　　　一ろ一
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5　老後の精神的安定のため、家庭の新らしい構造にっいて

　再考すること。

4　老令者の健康を保持するために、老入医学の進歩に合わ

　せて老入病院、診療所などの社会的施設を整備すること。

5　老人医学、老人心理学、老人社会学などの各分野にわた

　る総合的な研究がなされ、いわゆる老入科学の大成がなさ

　れること。

などが当面求められているものでありますが、こうした課題

は、社会的、経済的条件によつて左右されるものであります

のでこれらの条件も併せて常に新らしい検討を加えて行かね

ばならないと思われます。

3．む　す　び

　　さて、最後に申し述べたいことは、米国におきましては・

老人全体を低所得階層という範囲に入れ、社会福祉の対象と

　して取り扱つているのでありますが、わが国におきましても

前述のように近年ようやく老入福祉問題に取り組む体制がと

　とのい、国民運動として一般国民の関心も強まつてきており

　ます状況でありますが、今後この面の施策の向上を計ります範

　として米国における老人福祉対策のプログラムが、わが国に

　も取り入れられまして、日本的に消化せられ・老人だけでな
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く、国民全体の福祉の向上に役立つことができれば幸いと存

じます。わが国におきましては、多年懸案となつておりまし

た「老入福祉法」が制定されましたのを機会として、精神的、

身体的なハンディ・キヤツプを有する老人に安らかな生活を

保障し、その健全な心身の向上に必要な措置を講ずるととも

に、多年社会に貢献してきた老人を敬愛の念をもって処遇い

たしまして、老人が幸福な生活を営むことができますよう地

方行政を一層推進いたしますことを申し上げまして、私の報

告を終らせていただきます。

　－ T一



（参考資料）

　　附表1． 年令別の将来推計人口
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1，000人）

　区分

　1965

　1970

　　1975

　　1980

㍑985

　　1990

　　1995
｝

l
i

　　　　　　　　　ヒ　　　総数iO～14才印5～64才1
計一g訂．⇒

2000

2005

2010

2015

　　　　　　1

102，216

106，527

109，688

111，8415

112，943

113，2951

　　　　　　1

113・055i
　　　　　　i

112・1・8］

110，247｝
　　　　　　｝

1・7，52gi

23・197

2ろ，546

25，715

25・246i

21，745

20，551

19，687

19・474

19，141

18，41ろ

∵ご¶㌘堅「

iii；∴iii

　　；：；：l　l：1：；

　　；：：：：：　1：1：

　　70，044　　　19，072
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附表2 わが国の平均寿命の年次推移

1899～19。∋45i97

　1908～1915　　　44i25
　1921～1925　1　 4206　　　　　　　　　1　　　｝
　1926～1930　　　44｛82
　　　　　　　　　，　46｛92　1955～1936　　　1947　15。1。6
195。－1952∴9157
　　　　　　　　　｝　　　［

1　1955　16ろi88
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1　1961　1661・3
｝　1962　i66i25

附表5

L＿竺＿
144i3
144i85
1　44i75
145・2。

い6154
已づ1：｝

l　ll62i971
｝　　・
168i41
i7017gl
㌔1116］

出生率及び死亡率
　　　　　　　　（人口1，000対）

1年次｝出生率1死亡率
トー一一　　　 一一
i　1955～19i59年

1　1947　5451146
／1948　355い13
　　111…㌶已1
　　1951　25ろ已9
　　1952　254iag
　　　　　　　　　　
…1953 @竺上三3

誌戸斤で「「万τ＋≡一

　　　　　　　　　　い＆4

年　次　1出生率1死亡率

11955已41Z8
　　　　　　　　　ロ　11956
1195711Z2　aろ
1958　　　　　18．0　　　　7．4

195911Z5　Z4
　1　960　　　　　1Z2　　　　7◆6

11961・1681Z4
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附表4 年令別人口構成割合の国際比較

区　　分 調査年月日 人口構造100分率

　　　　　　　　　　　
　カ　　ナ　　ダ11959年6月

　アメリヵ19597月
　セイロシ1955（平均）

　台湾195812月
　日　　本195910月
　フィリピン1959　7月
　タ　　　　　　イ　1959　　7月

　デ　ン　マ　ー　ク　　1957　　　7月

　フランス1958（平均）
西ドィッh957（平均）
　　　　　　　｛
オランダ巨％8（鞠）

　ノルウエー1957　7月
スウエーデン　1957　6月

ス　イ’　ス1958　7月

詫㌘ノ渡1958
ユーゴスラビア　1957　　6月

オニストラリア　1958　　6月

｛一一ジーランら

6～14才、≡＝4才1蕊≡“

　　　　　l

　　　　　l299

1958（鞠）15z1

6月12⇒

　　　　ご　　

354

51・Ol

4α71
　　…
44．5

50．2

45．94231

26．4

25．7

21．2

30．1

26－
256i

241｛

　　1

3α21

→一一一一一一一5921

6α5 p
5z4 P
55°

ll：引

552
11：自

6a6

61・2 o
655 P
652C
65gl

　　l

654

657 P
61・7 P
591
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　Z5

　8．7

　1．9

2．5

5．6

2．8

2．4

10コ・

11．6

10．2

8．7

10．4

11．2

10』

11．7

6．1

8．4

8．8

　－」

▲

｛

，

1ダ
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附表5．　　年令別雇用者の比率

一　　1 1955年　　　｝　　1960年
区 分　　総数i男 女 i総数・男　1女

15～19才

Q0～29
1：：1悶　629P4a316a1

50～39

40～49

50～59
6・塾上

14555＆9
｝5ag　5α5　i

28．9　　 5：乙O　l

l　154　 i　19．5　i

156 P44515在6
1

　　　　　　　　　　｝

244　15…㌦3　1　66・2　　31・2

　　　　　　　　26．9」

129551 C457 P1a8、
　　　　　　　　9．4i　　　　i24．7izll　　19．6

附表6．　　設置主体別養老施設状況

曄設雛昨⇒被保罰酬り｛

　市町
｛法

働
641

47

　　人｛　　　人

42，556　41，458
　　人
40β47

6，110

42－2Z25412ぽ86912ぽ619

｛平均定員

84

124

5ろ

人

1175114461i14449い4118］841
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滋賀県知事　谷口久次郎

　第2回日米知事会議におきまして、20世紀後半

における世界共通の最も大きな社会問題となつてお

　ります老人対策について意見を述べる機会を得まし

　たことは、わたぐしの光栄とするところであります。

　　わが国における老人問題も相当深刻な状況になつ

　てまいりましたことは、ただいま愛媛県知事より御

　報告されたとおりでありますが、ちなみに、滋賀県

　におげる状況を申、し上げますと、本県の人口は、現

　在84万ろ千人でありますが、その中60オ以上の

　人口は10万1千人ですから、その構成比は11．94

％となつております。この比率は、全国第1位の高

率を示すものでありまして、わが国の1980年に

おける推定構成比に達している訳であります。この

　ことは、わが国の一般的現象としての出生率の低下

や平均寿命の延長されたこと、および本県の産業構

造が第1次産業が主体であつたため隣接する商工業

生産の大都市である京阪神および中京地区に対する

若年労働力の供給源地帯であつたととなどがその主

因をなすものと考察つることができます・しかしな
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がら、本県は、その地理的好条件から最近著しぐ工

業化が促進され、1956年から196ろ年までの

間に194の工場が進出してきており、今後におい

てもさらに工業化の方向をたどるものと考えられま

す。したがつて、私は今後の生産人口の確保と老人

対策は県勢発展のうえに最も配慮されなければなら

ない重要な問題であろうと考えております．そこで

私は、滋賀県がわが国第1位の老人人口の構成比を

もつ県であるだけでなく、全国第1位の老人福祉の

県とするべく考えてゆきたいのであります。幸い本

年8月1日から老人福祉法が施行され老人福祉のあ

るべき姿、将来への方向、国、地方公共団体等の責

務が明らかにされたので、これに対応して積極的な

施策を講ずるべく目下策定いたしております県勢振

興8年計画のなかに老人福祉に対する施策をおりこ

むべく、目下検討いたしている状況であります・

　本日老人福祉の先進国であるアメリカ合衆国の知

事各位と一堂に会しました機会に、米国における老

人問題等について、二三お尋ねいたしまして、本県

における老人対策に資してまいりたいと存ずるので
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あります。

　従来わが国は・家族主義の国であり、その伝統的

な文化を背景として、若い世代より成る家族員と老

人との間に相互扶助的な人間関係が保たれ、老人の

地位と生活の保障は安定いたしておつた訳でありま

すが、㊥後における家族制度の崩壊と、社会的・経

済的の変動に伴い最近新旧思想の対立や扶養につい

ての義務感が減退する風潮がみえてきております。

しかしながら、私は、老人の幸福は、家族との一家

団らんの中になければならないと考えるものであり

まして、家族間における相互扶助的な人間関係が損

われてゆくことを誠に遺憾に思うものであります。

　英国におきましては、法律上¢）扶養の義務は規定

されておりませんが、これは道徳上当然のものであ

るという考え方に基因していると承わつております

が、米国におげる扶養義務についての考え方、米国

民の家庭における扶養の実体について承りたいと思

うのであります。

　第2点は、わが国においては「老人には家庭を」

という考え方から、老人福祉に理解のある人々に不
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幸な老人の養護を委託し、その費用については公費

負担をする、いわゆる養護委託の制度が新設された

めでありますが、私はこの制度は、人類愛と相互扶

助の精神に立脚したすぐれた制度であると考えるの

でありますが、米国においても老人の養護は「施設

から自宅へ」という方向にあると承わつているので

ありますが、養護者のない不幸な老人に対してどの

様な施策をとつておられるか承りたいのであります。

　第5点は、老人の再就職の問題であります。

わが国における会社の殆んどが定年制を実施いたし

ておりまして、その大部分が55オの定年制であり

ます。現在わが国は非常な求人難にあります反面高

年令層においては極めて深刻な就職難となつており

ます。まだ働ける人々を強制的に退職させ働く権利

を奪うことは社会正義の問題であると考えるのであ

りますが、米国における定年制の実施状況とその後

におげる再就職あるいは老人の職域がどの様になつ

ているかを承りたいのであります。

　以上で質問を終りますが、わたくしは．多年にわたる社

会の貢献者としての老入の処遇を確立することとそが弍県
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民に安定した老後の期待をいだかせ、ひいては勤労

意欲を高め、県勢発展の原動力となるものと確信い

たしておりますので、今後一層努力をいたすことを

申し上げまして私の意見発表を終ります。

や

ぺ、
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奈良県知事　奥田良三

　　ここ数年来日本におきまして、老入福祉対策が、行政の

　重要課題となつてきている。その原因については、種々考え

　られるが、老齢人口の絶対的、相対的増加、私的扶養意欲の

　減退、社会情勢の急激な変化に対する老人の不順応性等がそ

　の主なるものであろう。殊に奈良県の場合老齢人口の県全人

　口に占める割合は、別表（1）にみられるとおり全国平均をうわ

　古わるものがあり、本県としては以上の点に鑑み特に老人福

　祉対策を重視し、早くから種々の施策を講じているととろで

　ある。

　　その主なるものを挙げると、昭和55年（1958年）以

　来、敬老金の制度を設け、爾来年平均ぴ800人の80オ以

　上の老人に対し年額1，000円の敬老金を贈呈（昭和55年

　以降は85オ以上年平均2，200人）している。古た日本に

　は古来から88オの長寿を寿ぐ「米寿の祝」があるが、奈

　良県においては、昭和26年より全国にさきがけ、毎年平均

　240名の該当の老人に対し長寿杖を贈つて「お祝い」をし

　ている。その他毎年最高年齢老人の内から10人を選びとれ

　らの老人の家古で知事自ら訪問賀辞を述べている。とれらは

　いずれも経済給付としての効果を期待するものではないが、
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いわゆる、多年にわたり社会の進展に寄与されてとられた老

人に対する敬愛の念を喚起し企県民が老入の安らかな余生を

送れるよう関心を高めて参る上における効果は大きいと考え

る。本県においては以上述べた種々の施策と併行し、私は知

事就仁以来、現在或いは将来の老人の増加推移に着眼し要保

護階層の収容施設である養護老入ホームの設置に特に意を用

いた結果、現在本県には8か所、収容能力639名の施設が

あつて、との収容定数は全国平均10，000入に付き4入に

対し、本県は65入の収容能力を有しているのである。調査

によると、昭和37年度（1962＞においても、居宅にお

いてなお、約600名の単身老齢者がおり、それに加えて、

老齢入口の増加を考えあわせるとき、との種施設の増設は、

急を要する事項である。更に特別養護老人ホーム及び軽費老

人ホーム叉は有料老人ホームは、現在のととろ一施設もない

が、老入の住居対策として、軽費老入ホーム等、老人向きの

住宅の建設の必要性につらても、諸外国に比して極めて必要

度の高いととは、別表（3）の表にみられる如く、子供夫婦と同

居している老人の率が、日本は比較にならぬ程多く、しかも

家族観、家庭顧が徐々に変化しつつある点からしても、明ら

かである。いずれにしても、老後を明るいものにするととは、

総ての人々の願いであり、国の施策として強力に老人対策を

講ずるととはもとより、地方自治体としても、物心両面にわ

たつて、老人福祉の向上に努めることは、行政担当者の責務

である。
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　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　表1

老．齢人・とその鞠曇良禦鋤

昭3。全国
u9275

　　　　奈1墾上76861

一塁県781’；58
　　　　全国196，598

昭4

　　　l爽註；a886η

60オ以上　　同左人口の総＾

老齢人　　人口に対する
　　　　　比率

　　　　一一一　75，567

　　　当

　　　　〔1
　＿＿＿｝

一＿．．＿

　　　　　　　　　　　　　11，89ξ

昭5°

　全国老齢人口は総理府統計局推計

　奈良県人口は人口問題研究所基礎資料による推計
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養護老入ホーム取扱定員の推移

　　　（養老施設） 表2

年　　度　　　施　設

一｝一一 u一一一『一一一一一一｝『

数1収容定員
　26
（1951） 124
　27
（1952）

哩亘LL＿旦…斗＿」旦己一一

（1954）｛　4　1　217
1遭三工＿二三二二「二：≡1⊥｝一

4　＿⊥＿二旦L

　51
（1956） 6

　＿＿＿一＿＿⊥．

｜

1（1；；7）
6

｛…百ぎ｝｝｝「　一……▼一一一｝…「

｝（1958）　　　　6　　i　475
1乙汀1－一…｝∵一｝「而一∴；∴
「…一ｬ5一…一一一一…一｝一一一一一一……一†一…－－一…一…’－

i（1960）　仁一ぎ6　－…一一………　｝一一一†一一一……一…

｝（1961）　　　　8　　｛　619

↓

「

一L＿＿＿を旦乏＿

i－…丁テー一｝…｝一一｝一……一一一寸…｝　……一

｝＿（］一旦□＿．」一＿．＿＿＿旦＿＿＿－L＿＿」乞互2

　　　　1

417　　｝

　　　－i

　　　　l
　　　－］
　，＿一．＿，一＿　⊥
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家族形態別構成割合（百分率）　　表ろ

一…一一一一一一一
¥…一…一一一一…一……一一「一一一　’一…一「

　　　　　　　　　ミ1独身の子と同昼＿＿L一

にそへ一あ　他1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿1旦＿＿．L＿≡．＿＿」．

　6　　1　8　・

ロンドンはタウンゼント「老人の家族生活」表5

日本は高齢者調査　表25　昭55

　　県敬老金交付数　　　表4
ドリ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

1　年　度　　　交付数｛
　　　　　　　　　　　　　1　＿
　日召　　5　5年　　　　　　　　　6，7　5　9

1
｝昭
仁

1

昭　54年　　　　4871
日召　　ろ　5年　　　　　　　　　　1，8　6　5

日召　　　3　6年　　　　　　　　　　2，0　7　9

　　備　　　考　　1
　　　－一一一……　寸

・　8。オ以上　1

　｝

　　　85オ以上

，．

　　　　へへ　　　　　　　　　ヘヂ　　　　　 ?m

　　37年　　Z2・2｝1

◆昭　58年 z32。目
　　　r］

　　（交付実数）
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岡山県知事　三木行治

　　本県における老入問題は、平均寿命の伸び、家族

　計画の普及等による人口の老齢化、社会構造の変化、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タ
　産業構造の近代化、家族形態の変化更には社会全体

　の都市化等、，全国的に見られるこれらの現象から自

然発生的に生じた問題であり、その傾向としては、

　全国のそれからみて特異なものは認められない。そ

　の状況は、次のとおりである。

∧．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i　　　’　　　　　　　　　　　1全国、岡山県別人口中に占める60才i
i　　　　　　　　　　　　　　i以上の老人の割合及び推移　　　　　i
i　　区　　分　　　　i…一一｝一『一1－…｝＾“「…一……ゴ
L＿＿＿＿＿．＿＿＿－i．三．『…已L『旦呈Lこ三．鷲
1，　　1人　・i・5i99・・7｝・・275・291・5・4Z…i

∵二…二竺ニヰ1三亘⊃二±⇒

い．＿．．＿一＿一＿＿一　　　　一」＿＿＿．＿＿＿一＿一＿＿＿＿一一弓一一一’一一一一一一ニー一・一一一一一’一一一
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　本県では、県勢振興計画策定の過程において、逸

早く老人問題の生起を察知し、その対策について検

討を加えると共に、昨年、要保護高齢者世帯の調査

を実施した。

これらの調査の結果は、老人の福祉とは画一的な施策ではな

く、個々の人格を尊重して、真に各々そのところを

得しむるものでなければならぬことを強調している。

　又本県においては、昭和57年度において、或程

度の資産、生活能力を有する老人に健康で明るい生

活を送つてもらうため軽費老人ホームを建設したの

であるが、当初相当数の入居希望者があつたにもか

かわらず、いざ入居となるとその半分以上の者が辞

退した。

　その原因は、軽費老人ホームでは病気になつたと

きの保障がない。結局終生安住の地とはなり得ない

という点にあつた。

　現在本県では、満年齢88オ以上の高齢者に対す

る年金の支給、援護物資の給与、老人クラブの育成

等の援護措置をとつているが、更に先般、老人福祉

法が施行せられ、老人の健康診査の実施、施設の整

　　　　　　　　　　一12一
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備、家庭奉仕員の配置等各般の施策が行なわれるよ

うになつたことはまことに喜ばしいことであり、私

共としては一日も早ぐとれらの諸施策が軌道に乗る

よう努力する考えである。と同時に、これらの施策

を推進する上において、例えば、それぞれの各種老

入福祉施設が早急に整備されそれらが有機的な連繋

の下に運営管理されなければならぬこと、又、従来

のこういつた施設に対する一般の偏見一一お上の御

厄介になることは兎にも角にもよいことではない一

を除去し啓蒙してこういつた施設が真に老人の福祉

増進のために十二分に活用されるように仕向けるこ

と、その他現在の社会慣行からしてなじみにくい点

の除去に努め、一般住民の理解と協力を得ることが

如何に重要であるかは、前掲の事例に照らしても明

らかなととろである。
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　　　　1961年度

老人に関するホワイト．ハウス会議

　（老人間題連邦協議会作成資科）

抄 訳

昭和38年9月



1’9’6‘1年老人問題に関するホワイト・

ハウス会議

　　　　　　　参　考　資　料

　rこのプリントは、老人問題連邦審議会が作成し、1961

年の上記会議出席者に参考資料として配布したものの抄訳であ

る。　」

t　1960年の老人数（65才以上）は↑700万で、］980

年には2500万に達する予定。

　　アメリカにおける1960年の65才以上の老人は1700

万人であった。この数は1900年の約5倍以上にあたって

　いる。’同期聞中、中年齢層（45才～64才）は1000万

　から3600万に増加した。1900年に65才以上および

　45～64才の入々は、全人口のそれぞれ4パーセントおよ

び14パーセントであつたが、1960年に、まこれらのパー

　セントはそれぞれ9パーセントと20パーセントに増加した。

　　人口図表（Popula七i頭Projec七ions）は、1980年には

　65才以上の人口は2450万に、45才～64才の入口は

　ほぼ4400万に達することを示している。

2　平均寿命は延長している。女子は男子より急速に延長。

　今世紀の前半に平均寿命は著しく延長し、今世紀の4分の

5期においても延長し続けるであろう・1900年～1950

年間において平均寿命は、男子において1Z6年女子におい

て20．5年延長した。

　　　　　　　　　　　－1一



　　このような延長は主として年少者の死亡率の減少を示す

　ものであり、青年の延長は、比較的控え目である。しかし

　ながら現在中年層高年層は延長レており、このことは平均

寿命グラフに反映している。

5　女子老人は男子老人を数において凌駕し、この差異は年

齢と共に増加している。

　出生時においては、女子100人に対し男子は約105

人である。爾後各年代において男子の死亡率は、女子死亡

率を越えている。かくして1950年の死亡率を基礎にす

ると、40年代の男女の比率は同じであるが、その後女子

の致は漸次増加して男子を凌駕している。

　　この過程について1960年のグラフは・45才～54

才で女子は5パーセント男子の数を凌駕し・85才以上で

は46パーセント凌駕している。今世紀における男女死亡

率の差異は増大してい・る’が；1980年には・85才以上

　の年齢層においではミ男子10’0人に対し女子はほぼ177

　人に達するであろう。

4　次の20年間に老人夫婦及び寡婦は著るしく増加するで・

あろう。

　女子は、男子より長生きし、男子より若くて結婚し、再

婚者は男子より少い。1960年に75才の女子は10人

　中7人が寡婦であるが、男子は同年齢で10人中4人がや

　もめである。寡婦は老人問題中主要な問題の一つである。

5．　1980年までに労働人口に対する扶養者の比率は増加

一2一
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するであろう。　　、　　　　　　　　　　　　一

　扶養者とは18才～64才の労働年齢に対し・65才以

上の老人及び18才以下の．青少年である。1960年の比

率は81である。ずなわち労働年齢100人に対し青少年

　と老人が81入を占めていることである。この数字は、

　1980年には91に上昇するであろう。

6　1980年度までに全中高年齢者中の半数は、老練者、

その妻又は寡婦になるであろう。

　　45才以上の人々のうち5人に1人は老練者、老練者の妻又は寡

婦である．5220万入の中高年齢者中115・万人は老

練者、その妻又は寡婦である。

　将来これらの人々は、老人中一そう大きな割合を占め・

　1970年には5分の2、1980年には略半数に達する。

Z75才以上の老入の3分の1は結婚』ニー皇竺墜旦旦旦

している。

　45才～54才と75才以上の自分の家に住み夫婦生活

をしている人々の比率は、前者が77パーセントであるに

反し、後者は33パーセントに滅少している・戸主ではあ

るが家族の無い者は、45才～54才では6パーセントで

あるが、75才以上は2…一セントに］曽加している・他

人の家に起居している者は、前者7パーセントに対し後者

　25パーセントに増加している。

a北東音険よび中西部の州⇔いて老人の比紗畷も高い・

1960年においては、上記の諸地域に老人が最も多く
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　集まつていた。

9　村や小地域団体に最も老人が多い。

　　地域が小さくなるほど65オ以上の老人の数は増加する

　傾向があり、1950年には入口100人～2000入に

　おいて最も老入が多かつた。

1α　65才以上の大多数の人々が若干の一定の収入を得てい’

上
　　65才以上の人々のうち僅か4分の1が職業による収入

　を得ているに過ぎないが福祉事業は広範囲に生計費を支給

　し、就職又は福祉事業から収入のない者は5パーセントに

　すぎない。最も広範囲に行われているのは老齢遺族保険で

　略5人に1人が受益者である。1960年の老人の収入は、

　老齢遺族保険によるもの全体の66パーセント、職業によ

　る、もの24パーセント、OAS工以外の社会事業によるもの11

　パーセント、公共援助によるもの15パーセント、職業又

　は祉会事業から全く収人の無い者5パーセントとなつてい

　るQ　　　　　　　　　　　　　　　　ぜ
1t　65才以上で老齢遺族保険（OAS工）の支給を受ける者は

漸次OAA年金受領者の数を凌駕している。　OA底＝01dagθ

　AS8i8七ance（老齢給付金）　　　　　’

　　今日全労働者のうち10人に9人は老齢遺族保険被保険

　者で、65才以上の老人の4人に5人はその恩恵を受けて

　いる。そしてその数は1950年に1050万人に達した。

12．　65才以上の老人の4分の5は老齢遺族保険金又はOU
　　　　　　　　　　　　　　　ψ　　　　　　　　　　　　一4－一
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　の受領者である。その比率は州により異る。

15　0AAのうえにOAS工の給付を受けている者は、老人で健康

を害し受益も少ないようである。

14　65才以後職業に従事する者は少なく、平均収入は減少

　する。

　　1958年の65才以上の男子の年間を通じての常勤者

　の比率は、55才～64才に比し40パーセントで、パー

　　トタイム又は時折働く者は70パーセント’である。65才

　以上の年間常勤者の普通の給一与は4，560ドルで、55才

　～65才グループの4分の5である。

15　65才以上の老人の3分の1の年収はtoOOドル以下

　である。

　　1958年には老人の57パーセントが1，000ドル以

　下80パーセントがZOOOドル以下であつた。65才以

　上の老入のいる26入家族の収入は、若い家族からの補助

　も含め2670ドルで中程度の収入であつた。家族のない

　550万入の老人の半数は940ドル以下であった。

16　高い老齢遺族保険の給付を受けている者は、その他の財

　産をも所有している。

　　OASIの保険金支払は、それ以前の所得に基いている。就

　職時多くの収入を得ていた者は、より高額の支払を受ける

　のみならず、彼等はしばしば個人年金を有し、自分の家を

　持ち、その他の貯蓄ももつている。

1ス　多くのOAS工給付を受ける者は、保険金以外の現金は殆ん

一5一



　ど持つていない。　　　　　　　　　　・

　OAS工保険金給付は、貯蓄やその他個人又は公共め財産によ

　り補われるものの最少限の補助として与えるものであるが・

　多くの給付受領者は、給付金以外殆んど、あるいは全く収

　入をもつていない。

18　0ASユ給付を受けている者で、現金収入以外の収入の最も

　　　　　　　　　普通の形態は家を持つていることである。

　　彼等は家庭を持ち、あるいは家賃のいらない家を持ち、

　又は食物を自家で栽培し、家族の扶養を受け、ている。

19　家庭における財産物件はOASエ給付金受領者の最も⊇L旦

　手頃な財産である。

　　老人はしばしばある種の貯蓄をしている。一般にこれら

　貯蓄の多くは直ちに金に代えられない家や農園や事業に投

　資されている。1957年に夫婦者の平均家庭財産物件は

　約5000ドルで、家庭をもつている者の5人に2人は

　8，100ドルであつた。

20　医療費特に病院費は、他の物価より急速に上丑≡

　　多くの老入は一定収入で生活しているので・物価の上昇

　は重大な間題である。19，50年以後医療費は46パーセン

　ント上昇した。消費者物価指数は22パーセントの上昇で

　ある。医者の治療費は58パーセント上り・薬はその半分

　だけ上つた。

2t老人は全人。の2倍に友ぶ医療費を消費する・・

65才以上の老人は、1957～58年間に国民一人当

　　　　　　　　　　一6一

’㌧

，．必



ノ

4、

　りの医療費の86パーセントを費した。各年代の年間94

　ドル平均に比し、老人は177ドルであつた。歯科治療費

　だけが平均より低かつただけである。

22．　入院は老人の綜合医療費を高める≡二

　　衣食費は若い入々より低いが、医療費は高まる。

　1957年にOAS工保険金受領者夫妻の10☆一セントの医

　療費は、800ドルに達した。

　　5組の夫婦のうち1組は、入院していた。老人1人の入

　院費は、入院しない者の医療費150ドルに比し700ド

　ルであつた。

2ろ．　健康保険は広まっているが、今なお65才以上の老入の

約半数を保護しているにすぎない。

　　老入の健康保険に加入する者は、近年一股の入々より急

　速に増加しているが、加入者は一戒の人々より少ない。

　1955年には全人口の60パーセント加入に対し、老人

　は総数の3分の1であつた。1958年にはその比率は老

　入46パーセントに対し一般72パーセントであつた。

　　老人の加入が少ないのは、t収入の少いこと・2掛金の

　’高いこと、5雇傭主の分担がないこと、4．退職後最近まで

　集団保険がなふつたこと等であった。

24　最低所得の老齢遺族保険（OAS工）加入萱竺、特に病院保

険を持たない傾向にある∫

　多額の支払ができないような比較的低額所得者は、最も

健康保険に加入したがらない。

　　　　　　　　　　－7一
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　1957年度老齢遺族保健加入者中、病院保険をもたない

　人の中位の所得は、病院保険を持つ者より約30パーセン

　ト低かった。5000ドル以上の収入のある3組の夫妻のう

　ち2組加入に対し、1200ドル以下の収入のある入は5

　組中1組が病院保険に加入しているにすぎなかった。未婚

　加入者では600ドル以下の収入のある者の4人に1人が

　病院保険に加入していたにすぎなかつたが、5000ドル

　以上では5人に2人が加入していた。

25　多くのOAS工給付を受けている者の病院保険は、全医療費

　の1部を支払うにすぎない。

　　健康保険の最も通常な形は、入院費を支払うことである。

　従つて入院した者は入院しない者より多くの保険の支払を

　受ける。しかし入院した者といえど、通常その一部が支払

　れるにすぎない。

25　食糧費は年と共に減少する。

　　一般に老人は少量の食糧ですむので、食糧費は減少する。

　　1960年7．月の物価を基礎にし、4人家族iの低食費計画

　によると、25才の男子を養う1週間の食費は7ドル20

　セント、45才で6ドル70セント、65才で6ドル50

　セント、　75才以上で6ドル10セントであつた。

2Z　連邦政府は老人に対する社会．保障や事業に170億ドル

を支出した。

　連邦政府の老人対策費は1950年の44億ドルから驚

1960年には170億ドルに増加した。扶助科は56億

　　　　　　　　　　一8一
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　ドルから156億に上つた。後者はOAS1支払金額、96億

　ドルと退役軍人、公共扶助その他の退職および関係給付は

　60億ドルを含む。特別減税は50億ドルに上つた・。65

　才以上の老人のこれらの給付と事業は1960年度に1人

　当り平均900ドルを越えた。現行法によれば、最近制度

　化された老人に対する医療補助を含め、1960年一1965

　年間に全額50パーセント上昇すると見積られている。

2a　1970年までに45才以上の労勤者数は1940年の

　約2倍以上になる。

　　アメリカの労働力は、入口より急速に成長している。現

　今労働者致は、7500万人である。そのうち約5分の2

　は45オ以上の人々である。1940年には5600万で

　あつて、このうち5分の1以下が45才以上であった。

　　今日から1970年までに1550万人の労働者の増加

　は、労働力を8700万人に上昇させるであろう。

　　この増加のうち550万人は老人労働者で、その半分以

　上は女子であろう。1970年までに老人労働者中女子の

　割合は今日の53パーセントから57パーセントに上昇す

　るであろう。

29　1960年代の労働力補給源は45才以上の労働者とな

ろう。

　中高年齢労働者（45才以上）は現在男子1900万女

子900万合計2800万である。20年前の第2次大戦

直前は、全労働者は、1700万であつた。現在男子中高

　　　　　　　　　　一9一
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　年齢労働者は5分の1、女子中高年齢労働者は5倍1940

　年よ力増加している。

　　今日よ，り1970年までの間に中高年齢労働者は、550

　万人増加し、数と比率の増加で、急速に成長するアメリカ

　の労働力の第2番目のものとなる。この数、を凌駕するもの

　は25才以下の勤労者のみである。

　　一般に熟練工を供給する55才一44才の労働者は、事

　実上その数が減少するので、有資格中高年齢労働者は、雇

　傭市場特に教育、技術、経験を要求する職業で、有利にな

　る0

　30、55才以上の女子労働者の割合が1960年．代の

　労働力に増加しよう。

　　1960；年一19’70年における1550万の労働者の

　増加のうち600万以上は女子となろう。

　　45才一54才が最も増加し、その労働力における比率

　は1、今年度48ないし55パーセンチに達するであろう。

　これらは主として主婦、高校、大学の子供又は教育を終り

　社会に出た子供を持つ母親たちであろう。

　　男女両性および年齢に関係のある雇傭政策は、わが国の

　成長する労働供給中最も役に立つ勤労者の利用のため検

　討ざるべきである。

3t　1960年一1970年に45才以上の非常勤労働者は

28パーセント増加しよう。

老人非常勤労働者数は、ζの10年間に450万から

　　　　　　　　　　一10一
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　600万に増加しよう。ζれは労働力における老人勤労者

　の550万人の増加の約4分の1にあたる。この増加は主

　として学生や老人女子労働者が非常勤の仕事を為し得るか

　らである。

　　サービス業、会計、貿易等の産業は、すでに多くの非常

　勤労働者を使用している。もし年齢が雇傭の要素でないな

　らば、パートタイムの基準で仕事の予定を作れば、老人労

　働者に多くの機会が開けよう。ある老人は、常勤よりは非

　常勤を好んでいる。それは、彼等は退職後の収入の補助とし

　し、また余暇を楽しみ・体力の減少等によるものである。

52．　雇傭は生産産業よリサービス業により急速に発展し続け

　るであろう。

　　老人労吻者就職の機会は、彼等の能力、年齢制限がゆる

　められる限度、就職の一股的傾向に依存している。

　　サービス産業での就職は、上昇してきたが、今後も生産

　産業より急速な上昇を続けるであろう。

　　サービス産業は、ホワイト、カラー勤労者を多数雇って

　いる。しかもこれらの産業は、あまり年齢を考慮しない。

　同時に生産産業のよう．にホワイト、カラーの仕事は体力を

　要しない。よって年齢制眼がゆるめば、老人勤労者に大き

　な仕事の潜在的機会がある訳である。

55専門的、事務的、外交的仕事力畷も急速醗展しよう・．

　技師、科学者、技術家、教員、うば、会計師、その他各

裡の事獺騨門的・㍊的職業が黙の．発、懸封よう゜

　　　　　　　　　　－11一



　職入および熟練工も相当発展しよう。これらの職業では、

　教育技術、経験が重視される。

　　しかるに老人勤労者は、大体に於て、若い人達より正規

　の教育が少なくぷ経験と職業訓練とは経て来ている。仕事

　に対する技能および知識S　職業の変化に順応して行けば、

　老人勤労者は、若い人々によカよく競争して行けるであろ

　う。地域社会の訓練計画に縦つてすでに得ている技術を再

　たび磨き関連する技術、新しい技術を習得することが出来

　れば、失業者も一そう容易に就職し得よう。

54　中高年齢労働者は、今や各産業中労働力の大部分を形成

　している。

　　現今2600万の中高年齢労働者（45才以上）が雇傭

　され、全産業の総合計雇傭の40☆・一セントを示している。

　　ある種の産業は、他の産業より多くの中高年齢労働者を

　雇？ている。農業、経理、保険、不動産等が最高比率を示

　している。最低は建設、製造、貿易等である。二っの急速

　に発展している産業一貿易とサービスーは老人女子労働者

　の最高雇傭率を示している。

　　しかしこれらの比率は、雇傭物語を語つているにすぎな

　い。例えば900万の老人女子労働者は、彼女らの比率が

　最も低い産業に雇われ、僅か’300万が彼女らの比率の最

　も高い二つの産業に雇われている。

55　大部分の中高年齢労働者は技術をもっており、彼等の勤

労体験はわれわれの成長産業に要求されている。 ■
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　　若い勤労者は今日、中高年齢労働者より、より多くの教

　育を受けている。しかし、中高労働車の高い比率がよい教

　育と相当の技術を要する仕事に従事している。専門職に雇

　われているすべての人々の約5分の1は45才以上の人々

　で、またマネLジヤー、役員、事業主の半数以上、熟練工

　の5分の2は45才以上の人々で占められている。女子で

　は専門職の40パーセントが45才以上の人々で主として

　教員、うば等である。

　　高度の貢任と経験を要求する仕事において、熟達した労

　働者は、真にアメリカ経済に貢献し得るのである。

　　最も急速に発展している多くの職業は、より多くの教育

　と訓練を要求する新しい科学技術の必要を示している。正

　規のそして即職業の教育課程が、中年に近づきつつある勤

　労者のためこれらの変化に歩調を合わせて行くに必要な技

　術を与えることができる。

ろ6　老年失業者が新しい就職口を探すことは長期を要する。

　意見調査によれば、老年者の作業は、最も軽快敏捷であ

ると雇主に考えられている。このことは生産力の研究にょ

つて証明されているところである。

　しかし老年勤労者が失業して仕事を求めている時、老年

勤労者の雇傭にっいての一般的態度が冷たいため、彼等の

資質が雇主の目に委縮して映るのである。この間題は・45

才以上の勤労者間に失業期間の長いこと年反映している。

しかしながらこれら勤労者の失業比率は、他の年齢層の勤

　　　　　　　　　　一13一



4 　労者と著しく相違していることはない。老年勤労者の立場

　は、団体交渉契約の老年者条項と勤務年数による会社の保

　留計画および自動的退職により決定される。

3Z　老年労働者はしばしば青年熟練工より生産力が高い。

　老年労働者は、雇主にとつて多くの利益をもたらしている。

　彼等は仕事に対しより著実であり、安全性と欠勤記録は良

　好である。しかし基本的問題は、　『老年労助者は青年労働

　者と同様に生産するか・』ということである。

　　研究の結果によると45才から54才およびそれ以上年

　長の労働者の相当数は、ろ5才～44才の年齢層の平均生

　産力より優れている。

　　上記の平均作業力の比率は、研究された産業によつて異

　　るが、どの産業でも老年労働者が必然的に生産力が劣ると

　　いう結果を提示したものは一つもない・これらの研究が示

　’すものは、老年労働者は個々の作業によつて判断さるぺき

　　であり、年齢が・・ンデイキヤ・プになるという根拠のない

　　考えによつて判断さるべきではないということである・

，＆しかしながら年齢制限は、多くの老年酬者を阻止して

いる。

　老年労働者は、生産力、．著実性、責任感、信頼性におい

て青年労働者に比して優れているにもかかわらず・雇傭の

年齢制限は相当がん固である。

　この図表に示された研究で、1956年4．月公共職業安

定所職員により22，000求人について年齢制限の範囲が
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　明ら、かにされた。7地区のうち求人の41パーセントは、

　45才以下という年齢制限があつた。最近行なわれた公共・

　私立両団体による同様調査でも、上記とほとんど変らぬ状

　況を示している。

　　概して年齢制限は、500人以上の使用人のいる大会社

　の事務系および技術を要しない職と・私設年金制度をもつ

　会社に一そう強力であることが判明した。

59労働者縞中⇔ける65才以上の人々のパーセントは

1900年以来著しく減少している。

　数十年来事実上65才以上の男子は、全体の労渤者中に

あつて家族の基礎的経済支持者としての役割を果してきた。

しかしながら65才以上の労助者は、今日19、00年の2．5

倍の数に昇つてはいるが、着実に減少している・この比率

の減少はv最近10年間OASエ（老齢遺族保険）の普及およ

び私設年金制度の普及による定期的かつ高額の退職所得に

よつて一そう拍車がかけられた。

　多くの老年層の入・には、今なお仕事に対する経済的一

個人的要請を持つてはいるが、飾‖退職制度や年齢制限に

よる就職困難等のため、しばしば仕事を経続し得なでので

ある。

4。1975年までに男子年齢6・才の退縮は19°°年、

の3倍に達するであろう。

従来より多くの労・劫都・、6・才嘘している・6°才

の男子蜘者の19・・年一1955年の平瀦命はt6
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　年の延長にすぎないが、彼等の余生を労働軍中に過す者が

　少くなつて、退職して過すという変化が起っている，。この

　傾向は強制退職や公共、私設の年金により大きな経済的安

　定に影響されたものである。

　　健康でかつ相当の生産能力をもつて後年期に入る多くの

　労働者に対する各種改善の見通しと共k、彼等の希望と必

　要性（Needs）に従広、退職に対する計画を立て又は退職を

　エンジヨィしあるいは仕事を継続する等のため、より大き

　な機会が与えられている。選択の柔軟性が大きければ大きい

　ほど、個人及び国家の利益によりよく奉仕することになる

　のである。

4t、慢性状態は75才以上の入々の活動を50パーセント制

限する。

　多くの老年者は、健康をエンジヨイしている。ある人は

何らの慢性病も持たず身体減耗もないと報告している。他

の人々は慢性状態ではあるが、それによつて重大な能力の

喪失者ではない。

　しかしながら、老年に進むに従い、慢性病の衝撃は一そ

う激しくなる。75才以上の人々のうち半数以上は、各種

の度合で彼等の活勤が制限されている。50パーセント．は

行動の制限を受け、歩行に困難を覚える’。このデータには

施設で収容されている働けなくなつた老入は含まれていな

いo

　一般に社会における自分の役割を失つた者は、無能力者

　　　　　　　　　　一16一
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　である。多くの無能力は、早期診断、治療と更生にょ力減

　少させることができる。

42　六つの慢性疾患は老人の多くの疾病と健康障害の原因に

　なつている。

　　関節炎、リユーマチ、心臓病と高血圧は・、後年期の多く

　の無能力を引き起している。肉体的障害特に視力減退、盲

　目、聴力障害は、老年になるに従い増加する。

　　毎年65才以上の350万の人々が事故による傷害を蒙

　つている。多くは家庭での転倒によるものであるが。

　　各種の地域社会の事業は、無能力者を減少するため、医

　師の尽「力を補佐している。栄養学者は心臓病や高血圧に重

　要な関係をもっている食餌療法に協力している。糖尿病と

　線内障の調査計画は、早期看護を行つている。多くの地域

　社会は、事故防止計画を立てている。

45．　三つの病気が老人の最も共通した死亡の原因になってい

上
　心臓病、ガン、卒中が老人層中の最高死亡率を示してい

る。中高年齢層の死亡の多くは、ある種の退廃的病気の減

少にかんがみて防止不可能のものではない。かくして死亡

率に関する各種資科は、病気の初期に防止し、その進行を

遅らせる手段を講じさせる継続的な医療の研究の必要を強

調している。

　他方多くの老年期前の死亡は予防法と治療法によつて避

け得る、であろう。インフレンザ免疫処置は、老人および慢

　　　　　　　　　　一17一
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　性患者の不幸を減少し得るであろう。しばしば初期の・ガン

　は、診断と治療のための時’間を延引するため、除々に老人

　に進行して行くものである。

44．　老年者は若い人々よりひんぱんに医師を訪問する。老・

　年者には多くの保健施設が必要であり、かつ老年者は多く

　利用する。75才以上の人々は、　1年に7回以上の医師訪

　問を行つている。これはどんな青年層よりも高率である。

　もしすべての老年者が必要とするだけ多くの医療を求めこ

　れを受けるとすれば、老年者の比率は一層高くなるであろ

　う。

　　多くの老年者には、看護サービス、保健教育、栄養サー

　ビス、家庭の看護、社会事業、身体療法等医師の治療のほ

　かに保漣サービスの陣立が必妥である。

　　医耐の治療を必要とする老人忌者のある者には輸送が問

　題になつている。ある地域社会では、このような患者の往

　復運娠の仕事を特志保健ワーカーがやつている。

45　老年者は若い入々より一そう多くの時間を病院で過して

いる。

　老年者は、毎年2600万日を一般の病院で過している。

すなわち、65才以上の老人1000入の入院i日数は6’5，

才以下の入々1000人（妊産婦を含め）の入院日数661

日に対し1778日になつている。

　長期の入院は、しばしば地域社会の家庭療養計画により

短縮されている。このような計麺は、区者の医療を補足し

　　　　　　　　　　一18－　　‘
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　て肩護サービス、社会サービスその他関係サービスを行う

　病院や厚生省その他の機関が催しているものである。主婦

　のサービス機関は、老人および慢性病患者を家庭に滞在す

　るにとを許している、

46　多くの老入は精神療養施設には入ることご可能である。

●

メ

’へ

　　州立精神病院の最初の入院率は・老年者にお、いて著しく

　増加する。このような施設に入る地域社会の老人居住者の

　割合は、年齢と共に甚だしい増加を示して、いる。

　　精神病院における多くの事例は、憂うっ的反作用を示し

　ている。老人たちは興味を起させるものも・仕事も彼等を看

　護する愛する人々もなく突然隔離される。このような憂う

　つ状態はしばしば慢性的身体虚弱やわれわれの文明社会の

　中において老入の特性であるストレスから誘致されるもの

　である。精神病院にいる多くの人々は、他の収容設備が利

　用し得るならば病院外の治療を受け得るであろうに。ある

　地域社会は、老人のため家庭での看護や、精神衛生学的臨

　床学的サービスを行っている。

4Z　養老院の患者の平均年齢は80才で・寝たきりであり・

精神も混乱している。

　養老院で生活している人々の普通の年齢は80才である。

5分の2は75才を起え、5分の2は女子である。半分以

下は独りで歩くことが出来る・半麩上は両便失禁の期間

があり、5分の2は周期的身体不調型である。

　このような養老院の職員は・多大の注意．と医療保護を要

一19一



　請される。このことは養育院が与えねばならないサービス

　の本質的要素を決定するため一層進んだ指導方針を発展さ

　せることの重要性を強調している。

48　ヒル・バートンの州政府機関は、更に多くのベツドが必

　要であると述べている。

　　適当な医療保護を与えるためには、十分な医療看護施設

　と有資格保健医を必要とする。法令に基いて州政府機関の

　計画によリヒル・バートンが行った調査では、追加ベッド

　特に慢性病病院や養育院における追加ベッドの必要性を指

　摘している。その数字は、州立医療施設で使用し得るベツ

　　ドを考慮に入れないものである。

　　ある地域社会では結核療養施設を慢性病病院に変更し、

　また一般の病院に老人病科を設け、又は更生センターを建

　築して施設の必要性を満すことによって進歩を遂げている。

49　老人には食事の改善が一そう必要である。

　60才以上の主婦の家庭は、それより若い主婦の家庭よ

り、全国研究会が推せんする入つの基礎的栄養物に適合す

る食事をとつている家庭が少ない。老人主婦の家庭の相当

数は、肉、鳥肉、魚、ミルク、ミルク製品、野菜、果物等

の主要食品の消費量が少ない。

　老人家庭のうち貧困な食事をしている家庭は、低い経済

状態、食物の好み、教育の不足等に関係があつた。比較的

高所得の家庭では、年齢による相違はあまりはつきりして

いなかつた。
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5a　45才以上の不具者の職業更生は漸次その数を増してい

　　　　亙
　　　　　一般に就職のハンデイキヤツプとなつている必身障害の

」　　　　中高年齢層の人々は、州職業更生機関のサービスによって、

　へ　　　毎年着実に就職者数を増している。これらの磯関は、労働
●

　　　　能力を恢復し、労働者を通当な仕事に落付かせるため必要

　　　　なサービスを与えている。

’ぐ　　　　1945年には8500人の中高年齢不具者を有利な就

　　　　職に更正させ、1960年には28，300人を更生した。

　　　　　職業更生は、不具者およびその家族の社会的、経済的状

　　　　態を改善した。このことはまた、生産力を増強し、公衆へ

　　　　の依存を少なくして、地域社会に利益をもたらしている。

　　　5t　中高年齢心身障害者は、あらゆる仕事についている。

へ

　　更生事業により心身障害の中高年齢者は、あらゆる職業

　分野の仕事に従事し、障害のな’い労働者として信頼されて

　働いている。

　　これらの人々は、アメリカのあらゆる生産分野に活動し

　ている。多くの入々は、教員、保母、社会福祉事業、牧師、

　実験所技師および助手等専門技術者の著しく不足している

　職業に就職又は再就職している。他の人々は事務員、帳簿

　派、セールスマン、コック、メイド、スチエワード、給事、

　農夫等として働いている。要するに国のあらゆる職業にわ

　だつて活動している。

52　高齢者の3分の2は自分たちの家庭に生活している。

一21一
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　　　　大部分の高齢者一1950年に70パーセントーは、自

、　　分たちの家庭に生活している。その他の入々は何処か他人

　　　の家、一般には親戚で生活している。僅か6パ｝セントが

　　老人の家、看護の家その他の施設で生活している。

　　　　より多くのよ力改善された施設の設備が利用できるとし’

　　ても、独立した生活が高齢者に対する法則であることに変

　　　りはない。これら高齢者は、出来るだけ家庭的な生活様式

　　を強く希望している。

　　　高齢者に適合した住宅提供という方向に注意が向けられ

　　　るとともに・先づ第一に考慮すべきことはできるだけ長期

　　に独立した生活を維持させることが高齢者にとつて重要であ

　　るということである。

　　55高齢者の住居は若い人々の住居より劣つている。

　高齢者が独立した生計を営む傾向の一つは、彼等の住居

の下等さの結果である。感情や情性や縫済的必要性が、し

ばしば高齢者を不通当な住居に長く生活さ，せている。

　1950年に若い家庭を持っ人々（4パーセント）の約2
　　）
1倍の高齢者の住居（7パーセント）が粗末法状態であつた。

借家入中高齢者家族の11パーセント、若い家族の9パー

セントが、標準以下の住居に生活していた。

　高齢者のうちには、彼等の生活設備を、彼等の変化した

肉体的経済的環境に調和させている者もいる。そうするこ

と、が出来ない者は、彼等が肉体的にも経済的にも扱つてゆ

けないような粗悪な所有物に執著して、苦労して得た、資
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　産の不必要な浪費に脳まされていた。

54高齢者は一個処に定住する傾向がある。

　　老人が親しいものに執着することは、長年同一住宅に居

　住する傾向があることにも現れている。1956年に、老

　人のほぼ5分の2は、12年以上彼等の家に居住していた。

　多くの若い家族は、6年以下同一場所に住んでいた。

　　年を取るに従い人々は、一層定着し移転の繁雑を避ける

　傾向がある。しかしながら将来は大多数の老人が、よりよ

　い健康と、より多くの収入と改善された住宅を持っように

　なることが期待される。　　　　　　　　　〃

　老人が現在居住するところに永く留まることは、必ずし

　も彼等にとつて最も有利なのではない。引退前の教育は、

　漸次、人々の生活環境を、年を取るに従い変移するコード

　（要求）に適応させることが有利であることを個人にも家

　族にも注目させるようになつた。

55老人はしばしば若い家族より大きな家に住んでいる。

　老人が比較的移動しない他の理由は、彼等の多くが比較

的大きな住宅に住んでいるためである。親しい環境を去り

難く思うところから、若い頃子供たち全部を収容するため

必要であつた家に多くの老人たちは生活し！涜けるのである・

子供たちが家を去った後、両親たちはしばしば同じ家に生

活し続ける。このため彼等の20パーセントは、7室ある

いはそれ以上の室のある家に住んでいる。若い入たち’でこ

のような家に生活しているのは12パーセントに過ぎない。

　　　　　　　　　　　一‥23一



　　その結果老人家族の収入または体力以上の広い家のため

　しばしば不必要な消費をすることになる。

56老人の家族数は少ない

　　老人の家庭の4分の5以上は、僅か1人か2人の家族か

　ら成っている。とれに対し若い人々の家庭では、殆んど反

　対で・ほぼ4分の5の家庭が、3入もしくはそれ以上の家．

　族をもつている。，老人の家庭では5人又は6入の家族はまれである。

　若い家庭では4家庭に1家庭がこのよ、うな家族をもっている。

　　老人の間に小家族が集まることは変えようもないことなの

　ので、一そうこれら小家族のための住宅の供給ということ

　が注目されている。

5Z老入の家庭に人が込み合うことは少ない。

　大きな家に小さな家族であるから、老人の家にすし詰と

いうことはあり得ない。彼等の住居の80パーセント以上

は、一一室あたり4分の3人であり、一方僅か2パーセント

は、一室あたり1．5入で真に満員の状態である。若い人の

家族の聞では、その割合は56パーセントと6パーセント

になつている。

　しかしながら老人の家庭に大勢の人がいないことは、必

ずしも有利ではない。体力の衰えと収入の減少は、しばし

ば、楽しみょりは、余分の身体的経済的負担となる。

　老人は、家族が少なくなるにつれ、住宅のスペースを切

詰めることに虚心となってその重要性を理解する必要があ

る。
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5＆老人が所有する家は安いバラツクに集中されている。

　老人が所有する家は、若い入々が所有する家より安物で

　ある。老人が所有する家のほぼ3分の2は、7500ドル

以下であカ、その5分の1は5000ドル以下である。若

　い入が所有する家は、7500ドル級以上の堅固な建築で

　ある。約半数が7500ドル級以下で、僅か8分の1が

　5000ドル以下である。

　　老入の家が安物であるというのは、多くは古い家で、あ

　る家は、適当に維持されていなかつたからである。加うる

　に近隣の家の低下がその価額を傷けるからである。

59家の価格の収入に対する割合は、老人の家所有者にお・い

て一そう高い。

　老人の家の価額が漸次低下する一方、彼等の収入は一そ

う急速に、そして劇的に低下する。その結果彼等の家の価

欲は、若い家族におけるよりは、収入に対して高い比率に

なっている。家を所有する老入の半分以上は、彼等の家の

価額が1956年度の彼等の収．入の3倍もしくはそれ以上

になつている。これは若い家族の収入の25パーセントの

比率の2倍以上になつている。他方中高年所有者の僅か8

パーセント、若い家族では15パーセントが、彼等の年収

以下の価額の家をもつていたにすぎなかつた。

　住居に対する衡平の原則は重要な原則である。比較的高

額の家は、老人にとつて、売却するか維持するか、いかに

して適切に維持してゆくかを決定することが特に重要であ

　　　　　　　　　　一25一
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6α収入に対する家賃の比率は老人ほど高い。借家人中、一般

　に老人は、若い借家入より安い家賃を払つている。しかし

　ながらこの相違は、直接収入の相違と均合がとれていると

　いうのではない。殆んど老人借家人の半数は、家賃のため

　に収入の30パーセント以上を支出している。若い家族のうち40パ

　ーセントは、家賃に収入の15パーセント以下を支出し、住宅のため

　50パーセント支出しているのは為僅か17パーセントに過ぎない。

　　多くの老入が住宅のため収入の高い割合を費しているこ

　とは、十分の金が本来の食物や十分の医療のため使われて

　いないことを意味するかも知れない。9このことは中、低所

　得者階層の老入のため、もつと適当な、望ましい住宅の必

　妾性を示しているものである。

61・後年期の事象は個人の不断の調整を要求する。青年の生活

は、職業に対する経歴を積み、家庭を形成し、社会に地位

を確立することから始められる。その後25年から30年

を経ると、これらに対する責任のあるものは完了され、肉

体的、精神的に変化が堀れて、新しい一連の人生の事象が

活勤し始める。

　おのおのの事象は、個人に対して機会と問題とを提起し、

個入個人が在荷調べを行い、そして意識的調整を行うこと

を要請する。

　このような段階を経て到達する結果は、個人が思うまま

に使用し得る時間が大いに増加するというととである。
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　　この時間をいかに使用するかは・彼の健康、収入、教養、

　宗教、教育および人生における経験によつて影響される。

62成人としての責任を早く完了するとそれだけ多く自由な

　時間が残される。‘

　　個人が職業経歴の高原に達し、子供も成長し、遂に退職

　すると、自由時間が急速に増加する。

　　産業以前の社会においては、多くの成入は、比較的短か

　い彼等の生命が疏ぐ限り生計のために従事して来た。今日

　中高年齢者は、彼が仕事に費したより以上の自由な時間を

　もつている。

　　彼が後年期に達し、仕事から引退する65才に達する一

　波の人々には、自分の自由に使える30，000時聞の贈物

　を受ける。

　　新しい生活様式を発展させ、収入と健康と社会関係の安

　定のため組織的に計画を立て、彼等の目的と決勝点とを検

　討する中高年齢層の入々の数が漸次に増加している・

65老年期は新しい地平線への挑戦を提供する。

　中年期は完成期への転期として知られるようになる。多

くの人々は、自己表現においてまた広はんな活動分野の一

つもしくはより多くを達成したという観念において、成長

への新しい機会を見出す。他の人々は、けん怠と無為のみ

を見出し、不快と完成以前の老齢への衰退に身を委ねる。

彼等は仕事にかかつた時から調整を行なわなかつたのであ

る◎　　　　　　　・

　　　　　　　　　　－27一



　完成期への変移は、引退前の計画と後年期を迎え方の指

導とによつて容易なものにされる。

　近代社会は、意義ある活動を行い、他人に対しまた社会

に対し奉仕をするうえに、種々の機会を提供している。こ

れらのうちに、独立、威厳、心身の健在等の維持のため主

要な要素が存するように思われる。

64．500万の老年者が正式の教育計画に登録されている。

　45才から64才までの200万を越える人々および65

才以上の100万人中の4分の5は、組織的教育計画に登

録されている。

　最大のグループは、職業技術を練磨し、あるいは新しい

城業技術を学んでいる。その他の数千の人々は、自由時間

　を、隠れている好機心の満足、目已表現の新しい方法の発

展、更に役に立つ市民としての侯割を果すための進備等に

　使用している。他の数千の人々は、致会や、会社、工場、

　政府等の人事部、友好磯関やサービス磯関、クラブ又は特

　志機関の教育計画を通じて彼等の視野の拡大を図っている。

　生涯を通じての教育こそは、満足すべき円熟と自已達成

　への鍵であることを立証するであろう。

65．社会への挑戦は意義ある円熟のための機運を醸成するこ

とである。

　社会への挑戦は、（老後社会に如何に生きて行くかとい

うことは）老後の生活に対する予想を決定し、長年市民と

しての経験を利用し、彼等め関心と能力に応じ認識と機会
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　を用意することである。

　　老後に好ましい傾向を与え、個人の努力を補うため計画

　された施設や計画やサービスは、次によつて与えられてい

　る。

　　地方の特志市民、宗教、サービス機関、

　　公共保健、教育、福祉磯関、

　　50州の老人に関する協議会、

　　300を越える国立機関と地方支部、

　　10の連邦機関

　どの地域社会も完全なサービスと施設をもつているものは

ない。今後一そうの発展と活動の調整とが要求されている。

’w
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　　　1965年10月
日　米　　知　事　会　　議

蓄

「日米教育制度の比較」に対する裏付資料

　　アメリカの教育：歴史と組織

歴史的概要

　　　　　　植民地時代

　教育に対する権限は、初期の発臆に責任をもつてい

た会社と事業主および、現在のアメリカの東海岸に沿

う植民地の知事および議会に対し、英国皇帝から委任

されていた。それ故出発の当初からアメリカにおける

教育の管理は、形式的には公共団体の手に委ねられて

いた。

　しかしながら公務員と宗教関係者及びその生活は、

全く同一視されていたので、17世紀におけるアメリ

カの教育の主要な役割を演じたのは教会であつた、と

言い得るのである。

　しばしば貧困者の子弟や孤児たちは、若干の基礎教

育を慈善事業として受けたが、少数の子供が月謝を払

つて受けた教育（educa七ion　on　fee　basi8）が、普通の

　　　　　　　　　　　一1一



形式であつた。理論と実際において、ヨーロツパの教

育に比較し得べき二重制度が明らかに看取された。宗

教的訓練と読み書き算数の基礎を課する初等教育が中

流階級の子弟に試みられた。ラデン語と古典の初歩を

教えるグラマ・スクールは、職業的訓練のため、ある

いは指導者の地位を得るため、上流およびそれ以上の

成功した階層の子弟のため設けられた。

　政府の（教育への）参加は、一般に、学校やヵレッ

ジを建設するための許可を与えるととと、通常土地と

いう形式でしばしば補助金を与えることに制’限されて

いた。当局による監督は、実際にはしばしば行われず、

効力を発する場合は一そう怖であつた。

　北部海岸に沿うニユーイングランドの植民地は、他

の地域を率いて、教育に権力を行使した。それはその地

域の宗教思想と、その地域の住民が比較的町の形態を

なして集中していたためであつたと一般に言われてい

る。

　いずれにせよわが国公立学校制度の発展は、ニユー

イングランドに発詳したのである。

　ニユーイングランドの町のうちには、すでに1650

　　　　　　　　　　－2一
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年代に、自分たちの権限で学校の創立を認めたものも

あつた。1642年にマ芝チユセツツに制定された法

律は、子弟の教育は両親の責任であるとした。

　1647年に、同じくマサチユセツツの法律は、特

に注目に値する活動として次のことを命令した。すな

わち（1）戸数50戸を有するすべての町は、＝町が賛成

するならば公金により＝国語教師1名を雇うこと。②

戸数100戸の町は、大学入学準備のためラテン語文

法の教師1名雇うこと、というのであつた。この地域

の他の植民地は、後年17世紀以後、近代公立学

校制度について同様の法的根拠に基づく採択を行つた。

　18世紀には、いくつかの注目に値する発展がもた

らされた。都会の人々が多数中央から離れた辺都な地

域に移るにつれ、彼等は、古い都市中心地域の大きな

商業的階級的学区から独立して、地方の委員会により・

小さな村落の学区を設立し、税金により援助を得て、

これを管理する権利を獲得した。かくして大衆が管理

の責任を負う地方の学区の原形が確立した。

　また、急速に発達した宗教上異つた意見を抱く入々

（reユigious　dissen七）は、漸次、植民地政府を動かし

　　　　　　　　　　一5一



て、教会のグループと個入に、自分たち自身の初等、

中等、高等教育を施す学校を設立し、維持する権利を

委譲させるようにした。多くの委譲された権利は、少

数者の宗教上の愛先権を充足することに向けられたけ

れども、小数の新しい学校はS上流社会のためのラテ

ン語文法の教育から、繁栄する都市の興隆する商入お

よび沿海地方の中産階級の利益に、一層適合する広範

囲にわたる学課を教育する方向に、中等教育が変りつ

つあることを示した。　　　　　　　　，

　かくして19世紀を通じて中等教育を支配した私立

学校が、漸次多数設立され、時代の教育的要求に応じ、

．一一 伯ﾃ典カリキユラムにとつて代つた。

　値民地時代の終り頃までに、英国式にならつて九つ

の学位を授与する大学が設立され、牧師になるための

訓練と、ギリシヤ、ラテンの古典、修辞学、哲学、数

学等の教育が行われた。多かれ少なかれ公の菅理を受

けたこれらの私立学校は、わが国近代の大学、特に私

立大学の原型をなすものであつた。一つの例外を残し

て全部が、宗教団体により設立された。
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独立から1860年までの発展

　1787年に制定されたアメリカの憲法は、文書に

明紬に記述され、または細則に固有の権力だけしか中

央政府に付与しなかつたδ教育問題に触れていないこ

とは、憲法が教育に関する権力を保留しておいたので

あるc

　いかなる植民地も、また、どの州も、長い間授業料

免除の自由学佼の制度（sys七em　of　free　scho。ユ）はも

たなかつたが、初期のある州の憲法や法令は、明らか

にこのような制度の発展を考慮していた。例えばイン

ディアナ州が、1816年に採択した憲法の関係条項

には、次のように書かれている。

　『教育の一鮫的制度は、町（地域）の学校から、授

業料無科で、一般の入々に平等に開放されている州立

大学へ、規則的に遂次学校を卒菜して（regα1ar　gra一

曲岨oガ）進学することである。』

　独立後の75年間は、不断の定住（se七七：Le皿θn七）と

移民および多くの綾済的、政治的、社会的変化および

思潮の交錯（cross　mTen七s　）によつて特性づけられ

一5一



ていた。この時代に被統治者の同意、宗教的自由、共

通の価値と市民権、能力に基づく報酬という原則に基

礎を置く国に適合する教育政策がつくられ、財源と変

動する意見の許す範囲内で適用された．

　1860年までに、貧困者にのみ適当な施設として

のフリー・スクール（授莱料免除で、誰でも入学出来

る自由学校）に対する貧者と富者共通の嫌悪は、大方

とり除かれた．同様に、学校のために全地域社会の一一

般的謀税の必要＝個人の贈り物（9エf七s　）、補助金、

授業料支払い、そして時には税金による補助という従

来の混合した方法に代り＝が、一般に認められた。も

つとも教育への広範囲の接近は、今後の問題であった

か。

　代表的な州における発展の過程は、次の如きもので

あつた。議会は、学校のため地方税徴集の権能を地方

に与える。その後州の援助は、実際彼等に謙税した地

域のため投票で決定された。そして最終的には学校の

ための地方課税は、州法律のもとに強制的のものにな

つた。

　地方学区が事実上独立しているととから生ずる公立
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学校間の大きな差異を滅少し、必要最少限の標準を維

持するため、有効的な一般的教育制度を確立して、州

がより大きな権力と統制力を持つことが一般に要請さ

れた。地方の地区独立という上げ潮は、1820年代

には退潮しはじめ、州の活動は除々に勢を増した。

1860年までに、＝この年は授業料免除の公立小学

校（free　pub且c　eユe鵬n七ary　SChOOユ）が確実に受諾され

た年としてマークするのにしばしば用いられる年であ

るが、＝各州は、学校長をもち、小数の州は、教育を推

進し、最少限度の標準を高めるために、州教育委員会

をもつた．地方的基準で市民の小委員会は、今日行わ

れているように、税金を調達し、佼舎を補充し、教員

を雇入れ、彼等の学校の違営を監督した．

　州が教育上の権力を大きく行便しようとするこの傾

回は、授菜料免除の公立学校の承認の方回へ反映し貢

献した。同時にこのことは、共通の態度、共通の価値

および共通の国語の発展をも助長した。移住者及びそ

の他土着住民の母国語を愛好すること、移庄者と土着

住民の宗教上の好みの相違とは、1850年に至るま

で、授業料免除の公立学校の発展のため重大な障害で

一7一



あつた。

　公立学校から宗派的教育の除去および、宗派の支配

下にある私立学校に対する公共資金の拒絶とは、次オ

に上記の障害を克服するうえに大きな助けとなつた。

　一一方、読み書き、訓育（肚scipユine）道徳的価値

（Inoraユ▽aユues　）というような伝統的、初歩的基礎教

育の古い標準学諜（oユds七andard　objec七s）は、国語、

習字、数学、地理、文法、歴史また時には薄記その他

の学課すら加えて一層広範囲の指導に拡大された。市

民となるための準備、職莱および進歩のための教育は、

一そう意識的に追及された．

　初等学校の発展とより広範囲の課程への発辰に伴い、

初等教育程度の教師を訓練するための師範字校の発展

がうながされた。この目的のための最初の私立学校は、

1839年にマサチユセツツ州に建設された。1860

年までに8つの州に12のこの種学校が設立され、こ

れらの学校の州政府教育局（s七ate　educa七ion　agenqy）

による管理と運営が、原則として確立されたg初等教

育のための教育は、初等教育を終つた者が受けること

が出来、教育期間は、1年もしくは2年であつた。

　　　　　　　　　　　－8一
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　中等教育は、18世紀の終りまでに、さきに記述し

たように全く私立学校の手中にあつた．主としてこれ

らの学校は、一つもしくはその他の宗派に与えられた

州憲章によつて設立され、その学校の委員会により経

営されご教会、贈り物（gif七s　）、補助金、授業料等

により支持された。時には州やその他の公共団体は、

補助金を与えてこれらの私立学校への入学者の拡大を

図つた．さらにしばしば『高等』学校は、地方学区に

よつて設立され、公立小学校の延長として自由な公共

的基盤（free四bUeぬsis）に従い運営された。この

ような最初の高等学校は、1821年にボストンに設

立された．その後緩やかな発展を遂げ、1860年ま

でには数百のこのような高等学校が設立され、一般に

12年制になつていた。

　極く初期の公立高等学校は、主としてカレッジに進

まない者のため計画された。時には私立中等学校

（ac破e町）のように、大字準備に力を入れることが高

等学校で流行したこともあつた。知識の発達と実用的

教育に対する一般の要求とともに、特に1860年以

後、高等学校の教科課程を、近代外国語、埋科・技術、

一9一



商業の各課目に変えることが一そう唱道された。

　私立大学を州の目的に叶うように変えようとする努

力は、ダートマス事件（］已tmu七h　case　）における4

1819年の連邦最高裁判所の判決により中止された。

（注）「1816年ニユーハンプシア州議会が、私立ダ

ートマス・カレッジを改組して州立大学にするための

法律を制定したが、ダートマス・カレッジ理事会はこ

れに対し提訴し、合衆国裁判所は、州議会の議決を憲

法違反であると判決した。要するに私立大学は、彼等

の同意なしには州立に変え得なかつたのである。」その

後大学（co且θge　）の数は、1860年までに急速に

200にまで増加し、主に民間の宗派の管理下にあつ

た。しかしながらその年、古い6州と新しい14州と

か、相当の反対を受けたのち、州立カレッジとユニバ

ーシティを設立した。

1860年から現代まで

　南北戦争後、初等学校の数において、年間授莱回数

において、一般の学童が在学する学年数において、ま

ことに急速な伸張をみた。1914年までに大多数の

一10一
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児童は、オ8学年を終了した．最初の義務教育法は、

1852年にマサチユセツツ州に制定された．1918

年までには、すべての州が何らかの義務教育法をもつ

ていた．

　師範学校にも同様な成長をもたらし、2年制か一般・

の制度となつた。次矛に入学基準も高められ、遂に高

等学校教育が妥求されるに至つた。今世紀の初期に公

立師範学校は、激次、初等、中等両者の教育のため、

4年制教育大学に変えられた。

　1860年と1880年の間に、公立高等学校は約

500校が設立され、2倍以上になつた．1890年

までに14オから17オまでのアメリカの少年少女の

10パーセントは、公立又は私立の中等学校（Sθcon－

dary　schooユ）に入学した。1950，年までに児童の半

数は高等学校に入学するようになり、現在この年令の

10入中9人は、公立または私立め中等学校に在学し

ている．そして約その5分の2は、12年制の学校を

卒莱している。50年前のグラマ・スクール（Gram－

mar　s　chOO1）を卒菜したとほぼ同数の生徒が高等学校

を卒業している。

　　　　〉
　　　　　　　　　　　－11＿



　　19世紀中葉の高等教育は、公立、私立を問わず、

　ヨーロッパの高等教育の影響を反映していた。暇があ

　り、また、政府の指導者となろうとする者又は知的職

　業（profe日sion）に就こうとする者には、古典や職業

・訓練が授けられた．その他上記以下の専門的職芙のた

　めの高等教育の要請には、大体において応じられなか

　つた．

　　学課が殆んど絶対的に古典学謀に限られていたこと

　に、漸次高まつてきた抗議と、農莱、工莱、商業に従

　事する者のため大学程度の学校設立に対する要求とは、

　1862年に議会を旭過したモリル法において頂点に

　達した。この法律は、各州に少くも一個の公立大学を

　建設し、ここで農莱および醗薇に関する技術の教育を

　受けることが出米、向時に従米からある字課の教育も

　受け得ることを意図したものであつた。

　　この法律は、公共用地50，000エーカーからの収

　入又は同額の金を大字のため各州に提供した。これに

　対し各州は、校舎を建築し、維持費を拠出することを

　要請された。議会は、この最初の控え目な努力に対し、

　1887年に土地無償払下げの大学（ユar己gran七

　　　　　　　　　　　　一12一
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coエLege）の農業試験場に補助金を一与え、1890年

に教育（instruction）のための援助を与えて補足した。

さらに当時の発展した農業技術を成人も身につけるこ

とが出釆るように・土地交付の学校と協力して・大学

の付属施設に対し補助金を与えた。

　モリル法は各議会に、既設の学校を指定し、あるい

は土地交付大学として新規の学校を建設する権限とを

与えた．その後69年以上この指定は守られてきた．

この指定が為された際、　15の学校は既存の公立学校

で、それに加えられた29校は、以前からあつた私立

大学又はカレッジで、その他のものはこの法律によつ

て建設された新しい州立大学であった。

　現在68の土地交付大学があり、これはアメリカの

高等教育施設の5．5パーセント弱にあたり、中等教育

終了後4年もしくはそれ以上の教育を与えている。し

かしながらこれらは全体の大学の約5分の1の学生を

収容し、全米の4年制大学卒業生の約5分の1の卒業

生をもち、修士の称号を与えられた者は全体の約4分

の1、博士の称号を与えられた者は約40パーセント

に及んでいる．

　　　　　　　　　　　－15一



　おわかりのことと思うが、高等教育の真に劇的な発

展が現在の状況である。1900には、当時わが国児

童の約10パーセントが中等教育終了者で、そのうち

の4分の5が大学に進学した。（後に示すように）そ

の後の中等教育の急速な発展は、漸次増大する高等学

校生徒に最終教育を施す各種の学課に力を入れること

を強調した。

　大学生は、従来毎年増加していたが、1939年に

は、高等学校卒業者で大学に進む者の比率は約15パ

ーセントに減少した。1950年代の始めには、この

比率は25パーセントに上昇し、1950年代の終り

には、35パーセントに上つた。別の言い方をすれば、

大学学令期の青年の数は1959年一1960年間に

10パーセント弱の増加しかしなかつたが、学士号を

授与する学校の在学者数は約5倍に増加したのである。

　公立私立を問わず学士号を授与する学校の在学生数

は、1959年に550万を数え、1961年には

390万に増加し、爾後増加を続けている。1959

年の総数のうち、約150万は大学に在学し、約100

万はリベラル・アーツ大学に、約35万は教育大学に、

　　　　　　　　　　　－14一
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10万以上は学士号を授与する工芸大学に、40万以

上は短期大学（junior　college）に、残余の10万は、

技能、神学、芸術その他の大学に在学している。

　わが国の大学学令人口の急激な増加と、高等教育を

希望する高等学校卒業生の着実な、しかし緩慢な増加

とは、1970年には大学在学生を1957年の2倍

にすると期待されている。この増加の多くは、急速に

発展しつつある公立短期大学および公立カレッジおよ

び大学に入学すると期待される。

　現在学士号授与大学の在学生の40パーセントは、

私立大学に在学している。しかしこの比率は減少する

と期待されている．事実上私立大学在学生のすべては、

大学の重要な部分を占めているリベラル・アーツ・カ

レッジに占められており、その他各種の大学に分れて

いるo

アメリカの教育　　内容と組織

　　　　　アメリカ学校教育の諸要素

　伝統的ひな型は6オ（少数の者は、5オから5オの

年令の間若干の保育又は幼稚園教育を受けているか）

　　　　　　　　　　　－15一



で始まり、8年間の初等教育ののち、、4年間の高等学

校が続く。以上の外6年間の初等学校のほかに、中等

高等が一つになつた6年制高等学校か、それぞれ中等

5年高等5年に分れた学校もある一すべての学校は

12年で教育を終了する。

　卒業生は、2年制大学（」㎜ior　coUege　）か、工業

大学又は4年制カレッジに入学することが出来る。2

年制大学は、4年制大学又は職業大学（profes日ienaユ

ins廿加七ion）で完了する正規課程の最初の2年の課程

の教育を行う。工業大学は主に私立で専門的学士号

（profess　ionaユde　gree）に達しない技術教育を施す。

ある種の職莱学校は、4年間の大学教育を終了しない

者にも入学を許可するが、高等かっ専門程度の正規専

門職のためには、4年間のカレッジの教養学部又は、

大学の学部（undergradua七θschOOユ）を終了しなければ

ならない。

ト

初　等　教　育

　初等教育の二般的目的は、児童の全面的発展であり、

その終着点は個人的社会的性格のものである。課程の

一16一
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鳩，寸

有効性は、生徒の知識、技能のみならず健康、幸福、

および人間は社会的生き物なるが故に、他との相互作

用により判断される。

　それぞれの州政府は、地方区に対し、広範囲のカリ

キユラムを指示しているが、特殊な事柄は、敦師、監

督者、指導主事、校長、父兄その他により、相互の着

実な定期の追信連絡を行うことにより進められている。

それにも拘らず初等学校のカリキユラムは・かなりの

近似性をもつている。

　大部分の課程は、読み方、書き方、算術、社会、理

科、保健、音楽、芸術及び体育を規定している。これ

らの課程は、学科の相互関連性を強調して大きなグル

ープに編成して教育することが出米る。あるいは、他

の学科とは無関係に、組織的なやり方で個々に教える

ことも出来る。

　学年基準によつて進級させることは晋通の形式であ

るが、このような政策は、子供たちを年令別グループ

につなぎとめておく傾同がある。個人個人の変化に応

じて組を編成する試みは、かなり一般的であり・それ

故どの学年でも生徒の学力のレベルには・相当の差異

　　　　　　　　　　　一17一



がある。補助的課程および各種のサービスとしては、

主として学校保健活動一主として予防的性質のもの

一連邦政府の援助の学校給食、特別な問題のための

教師の訪問計画、PTA活勤、放課後又は夏期休暇の

ため教育とレクリエーシヨン両者の学校課外活動等で

ある。

　新しい分野における開発には、致育技術としてテレ

ビジヨンの実鹸的使用、近代外国語の教育、生徒を収

容するため個々の生徒の必要と間題と手段を見分ける

ことの改善、および創造的オ能の発：達に都合のよいよ

うに課桂を作る努力等がある。

中等紋育と職采敦育

声・

　中等教育の目的は、全国民の必要と欲求および漸次

複雑さを増す社会の性裕とを反映している。現今大多

数の州は、16オまで、そして僅かの州は18オまで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
学校出席を義務としている。両親たちは一般に、教育

がなければ、成功の後会は次才に制限されていること

を知つている。そして民主的伝統はすべての入々は能

力に応じて教育の機会を持つべきであるとの考えを鼓

　　　　　　　　　　　一18一

由、



6

ψ

4

《

⑭

舞している。従つて、今世紀の始めの頃の学校と異り、

多くの地方の代表的な高等学校は、家庭の状況、経済

の水準、資洛を希望するか否か等にかかわりなく、地

域社会の子供ら全体のために、大学への準備、職業教

育、事菜教育等を最も普通の課程として、各種の課程

を授けている。ある学狡の課程範囲の広はんさの度合

は、その学校の大きさと園係しているので、大部分の

学生は今日500名以上の生徒をもつ学校に通学して

いる．1960年までは、高等学校は200名以下の

生徒しか有していなかつた。

　典型的に高等学校は、英語、社会、数学、理科、保

健、体育の勉強を要求する。英詰は普通生徒の学課の

4分の1を占め、社会（社会問題、政治、アメリカ及

び世界の歴史を包含する）は、次に大きな学謀の構成

要素である。また、初歩の理科と数学は、才1学年又

はオ2学年の必修課目である。

　生徒は、大学準備に応じて数学、理科、外国語のう

ちに科外コースを選ぶことが出来るけれども・カリキ

ユラムは、産莱、職莱、事莱等のコース、家庭科、音

楽、芸術、その他のうちから広範囲の選択を許してい

　　　　　　　　　　　一19一



る．また選択による、各種の特別カリキユラム活勤＝

＝競技、特別興味を抱くクラブ活勤、出版、美術等＝

＝は、高等学校謀程の重要部分と考えられている。

　州の法律は、生徒が履修するコースを規定すること

が出米る。一般にはカリキユラムの設定に相当の自由

が地方区に許されている。実際には、州官埋の度合に

関係なく、一州内あるいはいくつかの州間の高等学校

のカリキユラムは、似通つている。教師の専問的励会、

地域の認定された協会、大学入学必須条件、および地

方の選択等は、高等学校の課桂に園係をもつている。

　アメリカの中等教育と他の国々の中等教育との差異

のうちに、科目内容と教育法を発展させることにアメ

リカの荻貝の自由の度合ということがある。多くの州

家育庁は、詳細な学習コースを示すのではなく、指導

茶内だけを用意し、利用し得る材科、必要、興味、生

徒の背景等に応じ、何を如何に教えるかは教師の選択

に妥ねられている。

　個々の生徒の差異に適応させるため、ある高等学校

の官理者は能力に応じて生徒をグループ別にした。す

なわちアチ「ブメント・レコードに応じて一定のコー

　　　　　　　　　　－20一
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、スに生徒を同一クラスに指定した。その他大組織の学

校では、　「多様進路」方式を採用した。（㎜ユ七iple

七rack　sy託em）すなわち優等生、大学準備、一般12

年終了者、啓発＝補習（de▽eユopmen七ai－reme由aユ

prOgram　）等の各グループ別にすることである。

ある学夜は、個別教育に対する責任は教師に委せて、

能力に応じて生徒を分けないことをむしろ好んでいる。

漸次オ能のある生従は、注目の的となつてきている。

　中等教育の傾向としては、外国語、数字、理科に一

そう力を入れること、他国民および文化を一そうよく

理解すること、各学年で学んだ字謀の内容を整然と整

理すること、基礎的技能の欠陥矯正に一そう努力する

こと等に大いに力を注ぐことである。生徒の必要と学

力の確認を改善するだめのカイダンスとカウソセリン

グと考査＝特にオ能のある者と劣等者の＝および一そ

　う効呆的かつ経済的教育法の探求と適用とは明白な傾

回である。

　職采教育は、全日制高等学校生徒に対するもの、又

は夜間就職している者又は失栗者を問わず・校外の青

　　　　　　　　　　　　　　　　年又は成人に対するもののいずれも・主として地方の・

　　　　　　　　｝　　　　　　　　　　　－21一
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学務委員会主催により行なわれている。

　活勤に原動力を与える国会は、州への職業教育補助

金として、1917年に始められた各種の法令に基づ

く資金を充当している。このような資金は、主として

職業指導教師、致師指導者、菅理者、校長、理事者等

の俸給や旅費に使用されてきた。法律は、職莱敦育の

目的のたやに賛された連邦政府の1ドルに対し・同一

目的のため州と地方の資金から少くも1ドルを支出さ

れねはならないことを安求している。実檬上、職菜教

育の目的のため、州と地方が支出する金額は、この最

低基準を造かに上廻つている．

　連邦政府の補助金は、職采教育計画の推進、発展、

監菅に貢任をもつている州安貝会に父付される。ほと

んと400万入がこのようなコースに在学しているが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
その約半裁は、正規の甲等字佼生徒で、残余の大多数

は、パート・タイム夜聞授采に出席する佼外の青年お

よび成人である。恐らく正規中等学夜生徒の5人に1

人は、何らかの職采訓練を受けている。

　約10，000の高等字佼は、捲来コースを設けてい

る。わが国高等字夜の90パーセントは、家庭科＝家

　　　　　　　　　　　一一22一

‘

，A

‘

彰



’

轟

4

時

庭および家族生活に備え＝を設けている。分配（由s一

七riぬ垣ve）と販売（ma攻e七ing）の教育は、商店におけ

る実習と共に、才11、オ12学年に包含されている。

上級謀程＝一般に技術学校のオ15、14学年級およ

び2年制カレッジ＝はSまた、商店での実習を含めて

いる。

　商工采教育には、準備諜程と延長課程とがあり、前

者は直ちに就職するためのものであり、後者は、生品

および商晶に関係ある熟練技術、半熟練技術、商業叉

は専門職等多種多様な職莱の向上を目的とするもので

ある。この課程には、また、付添い看議婦、病院およ

び実験所助手、誓祭官、消防士の訓練およびサービス

莱等の非産柔職が含まれている。これらの大部分は、・

高等学佼＝しばしばわが国大都市の大きな職莱叉は技

術高等学夜＝で授けられている。主として学課は矛11、

才12学年で授けられ、少くも授莱日数の半分又は4

分の5が職業訓練に当てられている．1958年に商

菜および工莱教育を受けた100万人の生徒のうち70

パーセント以上は有利に就職し、彼等の能力の練磨を

求めていた。多くの人々は、雇傭先で正規の初心者課
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程のため、必要な技能補習の授菜を受ける。

　しぱしば学区は、遠隔の地域における就職の械会を

与えるため、甲等学校、2年制カレソジ、高校卒菜後

又は技術的職采教育のため、単独の「地区職莱学校」

の発展に励力している．また。若干の州が所有し連営

している「地区職莱学校」がある。1958年の連邦

政府立法は、高度に熟達した技術者の数を増し、すで

に熟練している労働者の資賀を高めるため、地区学校

の発展のため補助金を与えた。しかしながらこのよう

にして訓練された入々の数は、遙るかに需要を満し得

ないのである。

高　等　教　育

　アメリカには、高等および同程度以上の教育を

授ける学校が約ZOOOあり、そ¢）3分の1は公立で

他は私立である。在学生の約60パーセントは、公立

学校で、多くは月謝制度であるが、私立字佼より安い。

ある公立学校では、月謝は名目上だけのものや二無月

謝のものもある。

　「ヵレツジ」と「大学」という言葉は、アメリカ
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では必ずしも固定した意味を持つものではないが、リ

ベラル・アーソ・カレツジ（教養課程大学）（私立大

学が大多数を占める〉は、学士号に通ずる4年制課程

を授ける。教養課程は一般に、英語、古代、近代各国

語、歴史、哲学、数学、自然科学、社会科学である。

私立公立を問わず、短期大学及び大学は、同様の教養

課程を授ける。加うるに大学は、修士号および博士号

に迫ずる上級研究を行う多くの職業学校（すなわち法

律、工学、医学）から成つている。

地方組織

アメリカ学校教育の組織

　公立学校（オ12学年としばしばオ14学年又は2

年制カレッジを週じ）に関し、教育は州の機能と運営

と管理によつて行われるが、ハワイを除くすべ

ての州では州できめられた広い範囲内で、地方の庄民

に委されてきた傷地方字区（州の政治的一区分〉は、

菅理機関として地方の委員から成る地方学務委貝会を

もち、委任された学校の維持と管理の責任を遂行する

ため設けられてきたものである。学務委員会委員は・
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主に一般投票により選ばれる．委員の一小都分は、、一

般に学校専任として地方政府に職務を持つている選挙

された職員により任命される。委員は無報酬で奉仕し、

あるいは名目上の報酬を得て奉仕する。その任期は二

般に4年ないし6年である。

　最も小さい地区を除き、学務安員会は、学校長を選

任し、州政府の教育庁の規定および規則に従い学校の

政策を設定する。学校長と励力して学務委員会は、字

校予算を立て、多くの場合、徴集する地方の致育税額

を決定し、教師その他の便用人を雇い入れ、校舎を維

持し支給品を支給し、また、字校から適当な歩行距離

以上遠万に居庄する生徒には、一肢に師送機園の提供

を行つている。

　州の4分の5は、地万区と州教育庁との間に、中聞

的行政単位をもつている。これらの州の大郡分では、

州政府の正規の一区分である郡が、この中間的機能を

果している。主に郡の学校長は、地方区と一緒になつ

て働らいている。一般にそのような地方区は、小さす

ぎて佼長が雇えないのである。しかし郡佼長の職能と

郡専門職員の職能は、地方区にサービスを提供するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　～
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とである。このような中間的単位は一般に、学校の管：

理又は運営は行わない．

　過去50年間に、地方学区の数は、著しく減少した．

1952年まで12、ZOOOの地方学区があつたが、

現在は3ス000以下で、そのうちZOOOは現在学

校を経営していない．学校と地区の整理統合のための

他の手段として、上記期間中、一教室しかもたない学

校の数は、14ぽ000カ｝ら2ぽ000以下に減少さ

れた。

州　　組　　織

6

∨

　それぞれの州は、その法律によつて、教育に関する

独立した広範囲の権限をもつている。多くの州は、一

般に全州から選出された州敦育委員会を設立し、すべ

ての教育委員会は、一人の教育長をもつている。長は

しばしば任命され、あるいは全州から選挙される。ま

た、その他の州教育機閨がある。例えば職業教育委員

会の如きもので、これは多くの場合正規の州敦育姿員

会である。その他には高等教育機関を運営し、盲人や

つんほのための特殊学校を建設し、教師の免許、試験
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等の特別機能を果している後関がある。これらの委員

会は、行政官として勤務する関係州機関の長と励力し

て、州の教育政策を策定する6

　州の教育各部は、惟力行使の機能とは全く離れて、

計画立案、調査、調整、諮問、助言、広報のような指

導者的機能を実施すると期待されている。教育に関す

る州の権力から発する取締りの機能は、初等及び中等

学校の菅理、運営に責任を負う地方制度によつて、最

少限度の行使を保証するように計画されている。最小

限度の基準が、．法令又は規則により定められている。

学校、カレッジの管埋、連宮および教育計画を含む官

理の機能は、一般に、地万械関による行政が不適当な

場合に眠られている。

　教育のため全州にわたる昧税の原則は、今世絶に至

って始めて一殻に承認されたものであるが、各州をし

て、全地域に最小限の教育の後会を保証させたもので

ある。州税資源から様々に引き出された歳入は・州が

決定した種々の計画および公式に応じ・地方学区に交

付される。ある場合には、州の資金は、事実上特定の

地方区のすべての財政を賄うのである。

一28一
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　現在、地方学校教育のためのわが国支出の約40パ

ーセントは＝これは1940年以米10パーセントの

増加であるが＝州歳入により支えられている。しかし

ながら州歳入によるこのような致育費のパーセンテー

ジは、州により80パーセントから40パーセント

の差異がある．さらに、ある州では資金は、生徒数、

教室数、教員数、諸亘†画や事采の数により、一率補助

金支給基準で地区に割当てており、古た他の州では、

地方区の富、致育に支出し得る龍力の測定により、均

等化の原則に従い、資金が割当てられている。

　公立学校の敦師と行政官の免許は、全く州機関が統

制している。多くの州は、公認の私立学佼、特に『コ等

学佼の教師に、同様の条件を適用している。4年制大

字の学士号あるいはそれと同程度が多くの州における

初任教師の音旭の基準であるが、いくつかの州では、

中等学校敦師に対し5年制×字と同程度を要求してい

るところもある。26州では初等字校の佼長に少くも

修士号を安求しており、55の州では甲等学校の佼長

に修士号を安氷している。州械関はまた職采教育の教

師の標準を定めている△もつともその倦準は州により

一29一



かなり変勤がある。職業経歴と大学の学士号の両者を

もつている者は一そう好まれるが、それ以下の資格を

持つている者は、初心者同けに受入れられる。＝余暇

は完全な有資格者となるため努力するという了解のも

とに＝

　カレッジおよび大学はすべて、公立も私立も州の憲

章＝少数の場合連邦政府の憲章＝により与えられた権

威の下に連営されている。アメリカでは、多くの他の

国々と異なり、字校の菅埋は、叡授、学生又は政府各

省の手甲にあるのではない。私立、公立佼のいかんを

問わず、一般の型は、公務として自由に努力と時聞を

傾注する安員から成る安貝会に、この権威が存在して

いる。姿貝会の委貝は、晋通、政府当局により、しば

しば州立大学の場合は知事により、4年から12年の

期間、選任される。私立学夜の姿貝会安員は、前安貝

会、その学校の卒菜生又は、その字校を紬持している

宗敦団体によつて選ばれる。

　州が営埋するすべての、あるいは大多数の大字を官

埋するため、単一の高等荻育のための州委員会を設立

しようとする傾向が、この10年尚、顕著になつてき

　　　　　　　　　　　一50一
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た。現今、殆んど州の5分の1は、このような総括的

高等教育機関をもつている。

　関係学校の官理、政策、人事の最終権限は、これら

の安員会がもつている。共旭の実務に関してはs特に

カリキユラム、瓢授、研究、学士号の推薦等に園して

は、その実除の処理を教授や行政官に委任している。委

員会は、大きな威信と影響力をもつ地位にあり・安員

会と教授の中間にあって、全i体の政策を指導し指揮す

る字校長を選任する。

　現今、高等欲育のための公立学佼の運営資金の4分

の5は、州、地万お・よぴ連邦の政府によつて支給され

ている。補助田資金は、月謝から、そしてその他は贈

物、拠出金、寄付および学校の各種組織沽勤からは入

るのである．私立学佼は、連宮費の約40パーセント

を月謝その他から、20パーセントを州・・連邦お’よび

地方庁が受けており、残余の大部分は寄付になつてい

る。

　高等敦育の質的楳準を保障する問題は・地域的又は

専門的根拠によつて、任意の学校協会によつて決定さ

れてきた。この字佼励会は学佼の資栢と教課に証明を

一51一



与えるものである。このような励会の証明がないと学

士号の称号の認定に影響し、従つて将来の学生募集に

も影響する。特に強調したいことは、政府の郡局も、

州または連邦も大学の教課課程には権限を有しないと

いうことである。

　　　　　　連　　邦　の　組　　織

　　　　　　　　　　　●
　アメリガは、他の多くの国々と異り、カリキユラム

とその他の教育間題に権眠を有する中犬の主管都門を

持たない。アメリカは常に致育の発展に劇心を抱いて

来たが、アメリカ教育局＝現在保健、敦育、福祉省の’

一単位である＝は、統言†と事実の収集およひ字校制度

の改善に佼立つような学校の組織および字佼制度に関

する情報を提供するため、1867年に設直された。

その機能は、主として荻育に関する調査および特別な

教育目的のため、国会により設直された袖助金計画の

菅埋である。この補助金により、公立初等及び中等教

育の全耗費の約4パーセントを賄うと見積られている。

　教育局の菅理義務のうちには、ランド・グランド・

カレツジ（農科、工科などの設直を条件に連邦政府の

一52一
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援助を受ける資格のある大学）に対する援助計画・州

政府との協力により行われる連邦職業教育計画、その

地区における連邦政府の諸活動のために入学者の増加

した学区への援助、学校にお・ける理科、数学、外国語

教育強化のための計画、大学と州教育機関との契約に

よる、協同研究計画等がある。

　その他の連邦の機関は、教育制度への特別の援助計

画をもつている。例えは農業の詠外サービス及び学校

給食計画は、農務省により行われ、職莱更生計画は、

保健、教育、福祉省の一部局が取扱つている。そして

内務省は、インディアン部洛指定保留地の子弟の教育

に責任をもつている。

　連邦の貧金は、高等教育費の本質的部分を支えてい

ることはさきに指摘した。ランド’・グランド・カレツ

ジ援助は、今は極く僅かの援助を与えているだけであ

る。大学における研究、施設および研究とそれに関連

する目的のための建初の建築の本質的部分は、請負の

手配および谷種の特別袖助金訂咄により援助されてい

る。スカラーシップとフエローシソプ奨字金を含む

これらのご及びその佃の高等敦育のための特別の援助

　　　　　　　　　　　一351一



は、連邦議会による多年の討議と活動の題目である。

同様に、一般の初等及び中等教育のための本質的な連

邦補助金に対し、目下議会で懸案となつている法案が

ある。これらが現在国内で最も盛んに討議が行われて

いる問題である。
　　　　　　　　　　　　　、

私　学　の　役　割

　私立学校は、常にわが国教育制度の重要部分をなし、

すべての段階におけるアメリカの敦育の完成に大いに

頁献してきたものである．私立学校は、19世紀の大

半を旭じて甲等敦育を支ぱし、高等教育においては、

20世紀には入つても、これを支眺してきた。現今わ

が国の敢も陵れた大学の多くは私立×学である。

　1900年に、小学校と中学佼が結合された私立学

佼の在学生は、全体の8パーセントであつた。この比

率は除々に増加し、現在私立学佼の在字生は、全体の

約14パーセントである。私立学佼における中学校生

徒と小学佼生徒の割合は、州により非常に変勤があり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
26パーセントから2Z1パーセントに及んでいる。

（1958年）。最大のものは宗門の学校で、主にロ

ーマン・キヤソ、リツクである。私立学佼の僅少のもの

　　　　　　　　　　　一54一
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　時

已

　9　　！

9°°

　go41
　9．05　1

　乳1プ

　乳22

　兄27

　兄52

　956

　　　　　　第2回日米知事会議日程

第1日　　昭和58年10月15日（火曜日）

　1．開　会　式　（東京・平河町・者随府県会館6階中会議室）

　　　　　所要

　4分1

　1分

12分

　5分

　5分

　5分

　4分

　1分
　　　｝

日米両国国歌演奏（東京消防庁音楽隊）

仮議長開会宣言

出席代表紹介（日米両事務局長）

日本側知事会会長あいさっ

米国側団長あいさつ

内閣総理大臣祝辞

駐日米国大使祝辞

仮議長閉会のことば

終了

総理会見（6階休憩室にて米知事のみ〉
　　　　　（内山神奈川県知事及び一添）

米知事夫人は5階控室にて休憩の上、10時

ζ㌶㌶の間噸場幽　！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会見終了後米国側知事は会議場に移動（宮内l
l事務昼長案内）　　　　　　　　　　　　　1



≧　第1会議（東京・平河町・都道府県会館6階大会議室）

時間　　所要時葡　　　　　摘　　　　　　要

　0．11

　0．16

10．20

11．55

il騰灘i：i∴事）

　　｜

5州経過報告優知県知事）
　　1
3分1議題採沢

　　　　A　日米教育制度の比較

　　lB青少年爬と老人対策

　　　議題に対する報告
　　　
　　1編旧米教酬度砒較」

　　｛，米国側代表報告
　　に本側代表報告（山形県矧

　　i｛

　　』鍛
．35！！日醐（長野潴山、大分各県知事）

　　1
　　｛綱側

　　　議長閉会のことば

　　1巴



第　2　日　　10月21日（月曜E｛）

第2会議（大阪市東区内本町　コクサイホテル7階　新大宴会場）

時 間
所要

條ﾔ
摘　　　　　要

：08

：00　　5分

F03　　5分

@　　　5分

開会宣言

n元知事あいさつ（大阪府知事）

c長選任

　　　　　　　　議題に対する報告

　　　　　　　　議題「青少年問題と老人対策」

g：10　　　　　　日本側代表報告

　　　　　　　　　兵庫県知事（青少年問題）

　　　　　　　　　愛媛県知事（老人対策）

　　　　　　　　米国側代表報告

　　　　　　　、、見発表

　　　　　　　　米国側

　　　　　　　　日本側

　　　　2．40｛
　　　　　　　　　石川三重福井名県知事（青少年問題）

　　　　　　　　　滋鴛奈良岡⊥洛県賠事（老人対策）

　　　　　　綴＿

〆



112…！

⊃

巴意見発表
．［採択

　閉会式

　　米国側代表あいさつ
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告者、意見発表者

（1）

　　　仮議長（司会）

（2）第一会議（東京、

　　　議　　長

　　　経過報告

第迦旦迷知墨会≦における会長代理、仮会長　§長　会　　」

　　　　　　　　（3888全国知阜会議傭らて決定）

　　開会式（10月15日午前9時より約1時間）

　　　　　　　　　　　　　　滋　賀

　　　会長代理（歓迎挨拶）　　神奈川

　　　　　　　　　10月15日午前10時より約2時間）

　　　　　　　　　　　　　　神奈川

　　　　　　　　　　　　　　愛　知

　　　議題報告者！議題、日米教育制度の比較）　1人

　　　　　　　　　　　　　　山　形

　　　意見発表者　5人　　　　長野、富山、大分

（3）第二会議（大阪、10月21日午前9時より約2時間）

　　　議　　長　　　　　　　　大　阪

　　　議題報告者（議題、青少年問題と老人対策）　2人

　　　　　　青少年問題　　　兵庫

　　　　　　老人対策　　　愛　媛

　　　意見発表者　6人



　　　青少年問題　躍ユ麟

　　　老人対策　　　　　滋賀、奈良、岡山

　　共同声明に対する意見発表者　1人　　和歌山

（4）閉会式（10月21日午前11時半より）

　　　会長代理（閉会挨拶）　一神奈厭ぱ愛知

（5）日本側会議出席者

　　　第一会議　都道府県知墨全員

　　　第二会議知箏会役員、近畿プロツクむよびその近隣

　　　　　　　　県の知事を主とするも多数知事の参加を希

　　　　　　　　望
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来訪米国州知事一行に対する日本側随行者名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（138919現在）

全国知事会事務局長　　　　　　宮　　　内　　　　弥

M「・Wa七a「u随yauch1・ ﾓ：斑eGl＝慧・A、。。cia七i。n

全国知事会渉外部長　　　　’村　上　良太郎．

鋤・R￥°』勤「巫a孤’・ L；；ぽ碁隠n鵠’三：。謡鵠・

全国知事会渉外部参事　　　　　　小　　川　　政　　吉

江「コasa飽h1°gawa・ l霊i麗鑑：写fえ1：；。三譜詰叫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

全国知事会総務部参事　　仁．科久夫
三r．　Hisao　翼ishina，　Adviseヱ㌧　General　Affalrs　D］．vislonフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Na七iOnaユ　Governors　l　AssOc±a七iO！1

全国知事会渉外部主事　　　　　　梛　　田　　躬　　園

班rぽ亙1七su呂i　Yanag工七a戊　Clerkク　Fore1ξ；n　A£fa工rs　Dlvislon，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（｝Overnorsl　ASSOCla七ion　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Na七］．onaユ

日本交通公社外人旅行　　　　　　大　　石∵　邦　　夫

中央営業所欧亜課　』　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ江r．　Kun10　0工shi戊　S七aff　｝王embeヱ⊃，　Eurasia　SeO七ion，
　　　　　　　　　　　　　　　　　口Ouris七’T〕巴afflc　Pi▽isionフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　」apan　Traveユ晒はu
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　ヱrg　壬aaεξO　Okan．○フ　（｝Ulde，　Ja…りan　口］〔aveユ　Buでeau



別紙2

団長

団長

来訪米国州知事二行名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（58．919現在）

嵩ン酬事（禦一アンー西1㌶
Governor　＆　』lrs．　John　AnderSon，　Jr．，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kansas

㌫三歴（前米国知事会会長）ぴ一ト…り一露

α。v。m。r＆11r。．　Alb6r七D．　R。・e1エin1，　W巳・h加8七。n

心痒州知事　、ポ→レ。フアづ　56才
同夫人立〉＼　　　　　共和党
Governor　＆　江rs．　Paしiユ　Fannln，　Ar］．zona

デラウエア州知事．　　エルパート・N・カーベル55才

G・vem・r　Eユber七N・Oarve1・Deユaware　　民主党

フロリダ州知事　　　’フアリス・ブライアソト　49才

同夫人　ジユリア　　　　　　　　　　　　　　民主党

Governor＆Mrs・Farris　Bryan七，　Florida

アイダホ州知事　　　　ロバート・E・スマイリー48才

同夫人　ルシール　　　　　　　　　　　　　　　共和党・

Govemor＆晦s・Rober七E・Smy且e，エdaho

ミズーり州知事　　　　ジヨソ・M・ド・→レトソ　62才

同夫人　ジエラルデイン　　　　　　　　　　　　民主党
Goveユ？nor　＆　》4rs．　John　ヱ｛．　Daユ七〇n，　亙issour1



テネシー州知事　　　　フランク・G・クレメソト　45才
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

同夫人1ルシール　　　　’”　　　　　　　　民主党

G・vem・r＆Hrs・Fr蹴k、G・Clemen七・Tennessee

ユタ州知事　　　　　　　ジヨー→シ・D・クライド　　65才

同夫人　オーラ　　　　　　　　、　　　　　　　共和党

（｝overnor＆　Mrs・　Geo］ρge　D・　Clydeフ　U七ah

ウイスコ編事　ジヨソ．w朔ノルズ42才

同夫人　　　　　　　　　　　　　　　民主党
Govemor＆Mrs．」ohn　1V．　Reynolds，職scOns加
　　　　　　　　　　　　．ンぴ垣・一一一一

米国知事会事務局長　　　ブレバード・クリフイ→レド　47才

同夫人　メリー
Mr．＆‡・lrs．　Brevard　Crihfleld，　Secre七ar5r　of品e
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　GOvernors　100nferenc

合衆国連邦第七巡回　　ルーサー・スウイガート　　58才

控訴裁判所判事
Judge　Lu七her　琵・』ξlwy8er七3　JudGe　七〇　七he　Ulli七ed　S七a七e
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Court　of　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Appea：Ls　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七he　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　for

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Seve］ユ七h　OirCUltr

駐日米国大使館展示部長　ハーツエル・L・デイク

｝lr．　Har垣el1　L；Dake・Exhlb1七s　Offlcer・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　U。S．　工nfOrma七ion　Serv工ce，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aτ］ユerlGan　Embassy，　TDkyo

　　　　　　　　　　　計25名（駐日米国大使館デイク氏を含包）



，

B二〔OGRA工）H工C亙L　SKE〔PCHES　OF　‘工HE　U．S．　（｝OVERNORS

W工O　W工工工∫V工S工工　JAPAN　工N　O（）田OB已R，　lg63

（As　of　Sep七ember　26，　lg6う）
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　　　　　　　　、、　　　　　　　1
→一・一一＝＝　』＝＝＝≡一黷ﾍ噛＝＝＝一で
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　（中部）

オーノ・ぐノレ　・】三．
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^ヨーン　’D・

　　（面　部）

！＿＿＿＿＿『
i

i米固知穿会
1鞘局長

　クライド
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／95タ年ノ月束Cづ王
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ノ962，タF／／」目【三三麗

ζ！965ξFノ肩ヨで）
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以後
／％2与ノ／月五陛
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　（56才）

民主党

ノタ／ol手（明㊨掲年）
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アーカンンL）田に庄る

　（53才）

民主党

ノ9／ク左F（日贈43年）

2｝ヨ9日
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ホル毛ケア工業蓉輌
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